
別 紙

新 旧 対 照 表

第１ 「租税特別措置法（山林所得・譲渡所得関係）の取扱いについて」（法令解釈通達）関係 �注 アンダーラインを付した箇所が改正部分である。

改 正 後

措置法第３１条�長期譲渡所得の課税の特例
・第３２条�短期

譲渡所得の課税の特例
共通関係

（分離課税とされる譲渡所得の基因となる資産の範囲）

３１・３２共－１ ・・・・・。

�１ ・・・・・

�２ 事業又はその用に供する資産の譲渡に類するものとして措置法令第２１条

第４項第１号ロに掲げる株式若しくは出資又は同項第２号ロに掲げる特定

信託の受益権のうち措置法令第２１条第３項各号�土地等の譲渡に類する株

式等の譲渡�に掲げるもの

（譲渡所得の金額の計算）

３１・３２共－２ 分離短期譲渡所得（譲渡所得のうち措置法第３２条第１項（同条

第２項において準用する場合を含む。以下この項において同じ。）の規定の

適用がある所得をいう。以下同じ。）の金額又は分離長期譲渡所得（譲渡所

得のうち措置法第３１条第１項の規定の適用がある所得をいう。以下同じ。）

の金額を計算する場合において、これらの所得の基因となった資産のうちに

譲渡損失の生じた資産があるときは、その年中に譲渡した資産を分離短期譲

渡所得の基因となる資産及び分離長期譲渡所得の基因となる資産に区分して、

これらの資産の区分ごとに、それぞれの総収入金額から当該資産の取得費及

び譲渡費用の合計額を控除して譲渡損益を計算する。この場合において、そ

改 正 前

措置法第３１条�長期譲渡所得の課税の特例
・第３２条�短期

譲渡所得の課税の特例
共通関係

（分離課税とされる譲渡所得の基因となる資産の範囲）

３１・３２共－１ ・・・・・。

�１ ・・・・・

�２ 事業又はその用に供する資産の譲渡に類するものとして措置法令第２１条

第５項第１号ロに掲げる株式若しくは出資又は同項第２号ロに掲げる特定

信託の受益権のうち措置法令第２１条第４項各号�土地等の譲渡に類する株

式等の譲渡�に掲げるもの

（譲渡所得の金額の計算）

３１・３２共－２ 分離短期譲渡所得（譲渡所得のうち措置法第３２条第１項（同条

第２項において準用する場合を含む。以下この項において同じ。）の規定の

適用がある所得をいう。以下同じ。）の金額、分離長期譲渡所得（譲渡所得

のうち措置法第３１条第１項の規定の適用がある所得をいう。以下同じ。）の

金額、総合短期譲渡所得（譲渡所得のうち所得税法第３３条第３項第１号に掲

げる所得で、措置法第３２条第１項の規定の適用がない所得をいう。以下同じ。）

の金額又は総合長期譲渡所得（譲渡所得のうち所得税法第３３条第３項第２号

に掲げる所得で、措置法第３１条第１項及び措置法第３２条第１項の規定の適用

がない所得をいう。以下同じ。）の金額を計算する場合において、これらの
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の区分ごとに計算した金額のうちに損失の生じたものがあるときは、その損

失の金額は、次により他の譲渡益から控除する。

�１ 分離短期譲渡所得の損失の金額は、分離長期譲渡所得の譲渡益から控除

し、なお控除しきれない損失の金額は生じなかったものとみなす。

�２ 分離長期譲渡所得の損失の金額は、分離短期譲渡所得の譲渡益から控除

し、なお控除しきれなかった損失の金額については、当該損失の金額のう

ちに居住用財産の譲渡損失の金額（措置法第４１条の５第１項に規定する居

住用財産の譲渡損失の金額をいう。）又は特定居住用財産の譲渡損失の金

額（措置法第４１条の５の２第１項に規定する特定居住用財産の譲渡損失の

金額をいう。）があることとなる場合を除き、生じなかったものとみなす。

所得の基因となった資産のうちに譲渡損失の生じた資産があるときは、その

年中に譲渡した資産を分離短期譲渡所得の基因となる資産、分離長期譲渡所

得の基因となる資産、総合短期譲渡所得の基因となる資産及び総合長期譲渡

所得の基因となる資産に区分して、これらの資産の区分ごとに、それぞれの

総収入金額から当該資産の取得費及び譲渡費用の合計額を控除して譲渡損益

を計算する。この場合において、その区分ごとに計算した金額のうちに損失

の生じたものがあるときは、その損失の金額は、次により他の譲渡益から控

除する。

�１ 分離短期譲渡所得の損失の金額は、まず、総合短期譲渡所得の譲渡益か

ら控除する。

�２ 総合短期譲渡所得の損失の金額は、まず、分離短期譲渡所得の譲渡益か

ら控除する。

�３ 分離長期譲渡所得の損失の金額は、まず、総合長期譲渡所得の譲渡益か

ら控除する。

�４ 総合長期譲渡所得の損失の金額は、まず、分離長期譲渡所得の譲渡益か

ら控除する。

�５ �１又は�２による控除をしてもなお控除しきれない損失の金額は、分離長

期譲渡所得の譲渡益及び総合長期譲渡所得の譲渡益（�４又は�３の控除が行

われる場合には、これらの控除後の金額）から順次控除する。

�６ �３又は�４による控除をしてもなお控除しきれない損失の金額は、分離短

期譲渡所得の譲渡益及び総合短期譲渡所得の譲渡益（�２又は�１の控除が行

われる場合には、これらの控除後の金額）から順次控除する。

＜計算例＞

具体的な計算例を示すと次のようになる。

�収入

	金額�

�取 得 費

	譲渡費用�

�譲渡損益

	の 計 算�

分離短期譲渡所得
�
�
	
土地Ａ……
家屋ａ……

５００
１００

４４０
１４０

� ２０

３
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改 正 後

（特別控除額の異なる資産の譲渡がある場合の譲渡所得の構成）

３１・３２共－３ その年中の分離短期譲渡所得又は分離長期譲渡所得のうちに、

収用交換等の場合の５，０００万円控除（措置法３３の４）、居住用財産を譲渡した

場合の３，０００万円控除（措置法３５）、特定土地区画整理事業等のために土地等

を譲渡した場合の２，０００万円控除（措置法３４）、特定住宅地造成事業等のため

に土地等を譲渡した場合の１，５００万円控除（措置法３４の２）若しくは農地保

有の合理化等のために農地等を譲渡した場合の８００万円控除（措置法３４の３）

の対象となる所得又はその他の所得の２以上がある場合において、その年中

に譲渡した資産のうちに譲渡損失の生ずる資産があるときは、分離短期譲渡

所得の譲渡益又は分離長期譲渡所得の譲渡益は、それぞれの金額の範囲内に

おいて、まず収用交換等の場合の５，０００万円控除の対象となる資産の譲渡益

から成るものとし、次に、居住用財産を譲渡した場合の３，０００万円控除、２，０００

万円控除、１，５００万円控除若しくは８００万円控除の対象となる資産の譲渡益又

はその他の資産の譲渡益から順次成るものとする。

その年分の分離短期譲渡所得の金額又は分離長期譲渡所得の金額の計算上、

居住用財産の買換え等の場合の譲渡損失の損益通算及び繰越控除（措置法４１

の５）、特定居住用財産の譲渡損失の損益通算及び繰越控除（措置法４１の５

の２）又は雑損失の繰越控除の適用がある場合もこれに準ずる。

改 正 前

（特別控除額の異なる資産の譲渡がある場合の譲渡所得の構成）

３１・３２共－３ その年中の分離短期譲渡所得、分離長期譲渡所得、総合短期譲

渡所得又は総合長期譲渡所得のうちに、収用交換等の場合の５，０００万円控除

（措置法３３の４）、居住用財産を譲渡した場合の３，０００万円控除（措置法３５）、

特定土地区画整理事業等のために土地等を譲渡した場合の２，０００万円控除

（措置法３４）、特定住宅地造成事業等のために土地等を譲渡した場合の１，５００

万円控除（措置法３４の２）、農地保有の合理化等のために農地等を譲渡した

場合の８００万円控除（措置法３４の３）若しくは長期譲渡所得の１００万円控除

（措置法３１）の対象となる所得又はその他の所得の２以上がある場合におい

て、その年中に譲渡した資産のうちに譲渡損失の生ずる資産があるときは、

分離短期譲渡所得の譲渡益又は分離長期譲渡所得の譲渡益は、それぞれの金

額の範囲内において、まず収用交換等の場合の５，０００万円控除の対象となる資

産の譲渡益から成るものとし、次に、居住用財産を譲渡した場合の３，０００万円

控除、２，０００万円控除、１，５００万円控除、８００万円控除若しくは１００万円控除の

対象となる資産の譲渡益又はその他の資産の譲渡益から順次成るものとする。

その年分の短期譲渡所得の金額又は長期譲渡所得の金額の計算上、損益通

算、純損失の繰越控除、特定の居住用財産の買換え等の場合の譲渡損失の繰

越控除又は雑損失の繰越控除の適用がある場合もこれに準ずる。

△２０

総合短期譲渡所得
�
�
	
自動車……
船 舶……

６０
２６０

１１０
２５０

�△４０

�分離長期譲渡所得
�
�
	
土地Ｂ……
家屋ｂ……

５００
１２０

１００
８０

�４４０ �４２０

総合長期譲渡所得
�
�
	
機 械……
書 画……

４０
１６０

５０
４０

�１１０ �１１０

４
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＜計算例＞

具体的な計算例を示すと次のようになる。

＜計算例＞

具体的な計算例を示すと次のようになる。

〔設例１〕―譲渡損失の生ずる資産がある場合

〔設例２〕―損益通算が行われる場合

�収入

	金額�

�取 得 費

	譲渡費用�

�譲渡

	損益�

�譲渡益

	の構成�

分離短期
譲渡所得

土地Ａ ３００ ５００ △２００ △２００

�
分離長期
譲渡所得

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
	

土地Ｂ ８００ １００ （７００） �７００
（収用交換等の場合の５，０００万円控除の対象資産）

土地・家屋１，０００ ４００ （６００） �１，４００ １，２００ �５００
（居住用財産）

土地Ｃ １５０ ５０ （１００） � ０

�収入

	金額�

�取 得 費

	譲渡費用�

�譲渡

	損益�

�譲渡益

	の構成�

分離短期
譲渡所得

土地Ａ…………５００４００ � １００ �８０ � ８０�

総合短期
譲渡所得

�
�
	
競走馬…………１５０
書 画…………５３０

２００
５００

� △２０ △２０

分離長期
譲渡所得

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
	

土地Ｃ…………８００１００ � （７００） �７００
（収用交換等の場合の５，０００万円控除の対象資産）

土地・家屋…１，０００４００ � （６００） �６００�２，４００ �２，２００
（居住用財産）

�

土地Ｄ………１，５００５００ �（１，０００） �９００

土地Ｅ…………１５０ ５０ � （１００） � ０
（事業用資産の買換えの特例適用後の金額）

総合長期
譲渡所得

機 械…………２００４００ � △２００ △２００

事業所得の金額の
計算上生じた損失

…△１，０００ △４００
△６００

�収入

	金額�

�取 得 費

	譲渡費用�

�譲渡

	損益�

短期譲
渡所得
の金額

�
�
�
�
	

土地・家屋…９００５００
（居住用財産） � ６００� � ０

借地権……４００２００

長期譲
渡所得
の金額

�
�
�
�
	

土地Ａ…１，５００２００ �（１，３００） �１，３００
（２，０００万円控除の対象資産） �１，９００ ��１，５００

土地Ｂ……９００３００ � （６００） � ２００

５
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―



改 正 後

（廃 止）

改 正 前

（譲渡所得の損失等の損益通算）

３１・３２共－４ 所得税法施行令第１９８条第２号、第４号又は第５号�損益通算

の順序�の規定により、譲渡所得の金額の計算上生じた損失の金額を他の各

種所得の金額から控除する場合において、当該損失の金額のうちに分離長期

譲渡所得の損失の金額（３１・３２共－２の�３及び�６の控除をしてもなお控除し

きれない損失の金額をいう。以下同じ。）、分離短期譲渡所得の損失の金額

（３１・３２共－２の�１及び�５の控除をしてもなお控除しきれない損失の金額を

いう。以下同じ。）又はその他の損失の金額の２以上があるときは、まずそ

の他の損失の金額を控除し、次に分離長期譲渡所得の損失の金額及び分離短

期譲渡所得の損失の金額を順次控除するものとし、同条第５号の規定により

不動産所得の金額又は事業所得の金額の計算上生じた損失の金額と譲渡所得

の金額の計算上生じた損失の金額を山林所得の金額及び退職所得の金額から

控除する場合には、まず不動産所得の金額又は事業所得の金額の計算上生じ

た損失の金額を控除するものとする。ただし、納税者がこの取扱いと異なる

計算をして申告したときは、その計算を認める。

�注 この損益通算の順序の取扱いは、純損失の繰越控除又は純損失の繰戻し

を行う場合に、その対象となる純損失の金額がいずれの所得に係るものか

ら成っているかを明らかにしておく必要があるために定めたものである。

＜計算例＞具体的な計算例を示すと次のようになる。

〔設例１〕

�１ 譲渡所得の損失……△３１０
△９０

内

訳

�
�
�
�
	

分離短期譲渡所得の損失…△１００ �△９０

分離長期譲渡所得の損失… △２０ △２０ △１０

その他の損失………………△１９０ △１９０

６
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（廃 止）

〔設例２〕

（純損失の繰越控除の順序）

３１・３２共－５ その年の前年以前３年内の一の年において生じた純損失の金額

をその年分の総所得金額、土地等に係る事業所得等の金額、短期譲渡所得の

金額、長期譲渡所得の金額、山林所得金額又は退職所得金額の計算上控除す

る順序は、次表に掲げる順序によるものとする。

なお、純損失の繰戻しをする場合における控除の順序も、これに準ずる。

�２ 事業所得の金額………１４０
� � ��２２０ �３０ �１０ � ０

�３ 給与所得の金額………８０

�４ 純損失の金額……… △９０

�純 損 失 の

	金額の内訳��１ 譲渡所得の損失……△１２０

内

訳

�
�
�
�
	

分離短期譲渡所得の損失… △４０ �△４０
△２０ △１０

分離長期譲渡所得の損失… △３０ �△１０
△１０ △１０

その他の損失……………… △５０ △５０

� ��２ 一時所得の金額………６０ �１０ � △０

�３ 事業所得の金額…… △９０ △９０

� ��４ 山林所得の金額………１００ �１０ � △０

�５ 純損失の金額……… △５０

純損失の
金額の内容

その年分の
所得の内容

総所得金
額の計算
上生じた
損失の部
分の金額

土地等に係る
事業所得等の
金額の計算上
生じた損失の
部分の金額

短期譲渡所
得の金額の
計算上生じ
た損失の部
分の金額

長期譲渡所
得の金額の
計算上生じ
た損失の部
分の金額

山林所得金
額の計算上
生じた損失
の部分の金
額

総 所 得 金 額 ◯１ ◯７ ◯１８ ◯２２ ◯２６

土 地 等 に 係 る
事業所得等の金額

◯６ ◯２ ◯１９ ◯２３ ◯２７

７
―

―



改 正 後 改 正 前

＜計算例＞

具体的な計算例を示すと次のようになる。

�注 次の計算例中の○の中の数字は、上記の表の順号を示す。

〔設例１〕

〔設例２〕

短 期 譲 渡 所 得
の 金 額

◯１０ ◯１４ ◯３ ◯９ ◯２８

長 期 譲 渡 所 得
の 金 額

◯１１ ◯１５ ◯８ ◯４ ◯２９

山 林 所 得 金 額 ◯１２ ◯１６ ◯２０ ◯２４ ◯５

退 職 所 得 金 額 ◯１３ ◯１７ ◯２１ ◯２５ ◯３０

�１ その年の前年分の純損失の金額の内訳

イ 総所得金額の計算上生じた損失の部分… △８０ △８０
△１４０ △２０

ロ 短期譲渡所得の金額の計算上生じた損失の部分…△１７０
△８０ △３０ △１２０ △２０

�２ その年分の所得 ◯１ ◯３ ◯８ ◯１８

� �イ 総所得金額………………………２００ �１２０ �１００

�ロ 短期譲渡所得の金額……………３０ � ０

�ハ 長期譲渡所得の金額……………１２０ � ０

�１ その年の前年分の純損失の金額の内訳
△４０

イ 総所得金額の計算上生じた損失の部分… △７０
△２０

ロ 短期譲渡所得の金額の計算上生じた損失の部分… △５０

ハ 長期譲渡所得の金額の計算上生じた損失の部分… △１０
△３０ △１０ △２０ △３０ △４０

�２ その年分の所得 ◯３ ◯４ ◯８ ◯１１ ◯１２

８
―

―



（雑損失の繰越控除及び所得控除の順序）

３１・３２共－４ ・・・・・。

�注１ ・・・・・。

２ ・・・・・。

３ ・・・・・。

４ ・・・・・。

５ ・・・・・。

（代替資産等の取得の日）

３１・３２共－５ 次に掲げる資産について措置法第３１条第２項に規定する・・・

・・。

�１ ・・・・・

�２ ・・・・・、第３７条の７�大規模な住宅地等造成事業の施行区域内にあ

る土地等の造成のための交換等の場合の譲渡所得の課税の特例�、第３７条

の９の２�認定事業用地適正化計画の事業用地の区域内にある土地等の交

換等の場合の譲渡所得の課税の特例�又は第３７条の９の３�承継業務の事

業計画の施行区域内にある土地等の交換の場合の譲渡所得の課税の特例�

の規定の適用を受けた買換資産、・・・・・

（改良、改造等があった土地建物等の所有期間の判定）

３１・３２共－６ その取得後改良、改造等を行った土地建物等について措置法第

３１条第２項に規定する所有期間・・・・・。

（雑損失の繰越控除及び所得控除の順序）

３１・３２共－６ ・・・・・。

�注１ ・・・・・。

２ ・・・・・。

３ ・・・・・。

４ ・・・・・。

５ ・・・・・。

（代替資産等の取得の日）

３１・３２共－７ 次に掲げる資産について措置法第３１条第３項に規定する・・・

・・。

�１ ・・・・・

�２ ・・・・・、第３７条の７�大規模な住宅地等造成事業の施行区域内にあ

る土地等の造成のための交換等の場合の譲渡所得の課税の特例�又は第３７

条の９の２�認定事業用地適正化計画の事業用地の区域内にある土地等の

交換等の場合の譲渡所得の課税の特例�の規定の適用を受けた買換資産、

・・・・・

（改良、改造等があった土地建物等の所有期間の判定）

３１・３２共－８ その取得後改良、改造等を行った土地建物等について措置法第

３１条第３項に規定する所有期間・・・・・。

�イ 短期譲渡所得の金額……………３０ � ０

� � �ロ 長期譲渡所得の金額……………６０ �５０ �３０ � ０

�ハ 山林所得金額……………………１００ � ６０

９
―

―



改 正 後

措置法第３１条�長期譲渡所得の課税の特例
関係

（適用税率が異なる資産の譲渡がある場合の譲渡所得の計算）

３１－１ 分離長期譲渡所得の基因となる資産のなかに優良住宅地の造成等のた

めに譲渡した土地等（措置法第３１条の２第２項に規定する優良住宅地等のた

めの譲渡又は同条第３項に規定する確定優良住宅地等予定地のための譲渡に

係る土地等をいう。以下３１－２において同じ。）と居住用財産（措置法第３１

条の３第１項�居住用財産を譲渡した場合の長期譲渡所得の課税の特例�の

規定の適用を受ける居住用財産をいう。以下３１－２において同じ。）とその

他の土地建物等とがある場合における３１・３２共－２又は３１・３２共－３の適用

については、次によるものとする。ただし、納税者がこの取扱いと異なる計

算をして申告したときは、その計算を認める。

�１ ・・・・・。

イ ・・・・・。

ロ ・・・・・。

�２ ３１・３２共－２の�１により、分離短期譲渡所得の損失の金額を分離長期譲

渡所得の譲渡益から控除する場合には、その他の土地建物等に係る譲渡益、

・・・・・。

�３ ３１・３２共－３において、同一の特別控除額の対象となる資産の分離長期

譲渡所得の譲渡益のなかに、居住用財産に係るものとその他の土地建物等

に係るものとがある場合には、当該譲渡益は、居住用財産に係るもの、そ

の他の土地建物等に係るものから順次成るものとする。

�注 優良住宅地の造成等のために譲渡した土地等について特別控除等の規

定の適用を受けるときは、措置法第３１条の２の規定は適用できないこと

改 正 前

措置法第３１条�長期譲渡所得の課税の特例
関係

（適用税率が異なる資産の譲渡がある場合の譲渡所得の計算）

３１－１ 分離長期譲渡所得の基因となる資産のなかに優良住宅地の造成等のた

めに譲渡した土地等（措置法第３１条の２第２項に規定する優良住宅地等のた

めの譲渡又は同条第３項に規定する確定優良住宅地等予定地のための譲渡に

係る土地等をいう。以下３１－３までにおいて同じ。）と居住用財産（措置法

第３１条の３第１項�居住用財産を譲渡した場合の長期譲渡所得の課税の特例�

の規定の適用を受ける居住用財産をいう。以下３１－３までにおいて同じ。）

とその他の土地建物等とがある場合における３１・３２共－２又は３１・３２共－３

の適用については、次によるものとする。ただし、納税者がこの取扱いと異

なる計算をして申告したときは、その計算を認める。

�１ ・・・・・。

イ ・・・・・。

ロ ・・・・・。

�２ ３１・３２共－２の�４又は�５により、総合長期譲渡所得の損失の金額又は分

離短期譲渡所得の損失の金額若しくは総合短期譲渡所得の損失の金額を分

離長期譲渡所得の譲渡益から控除する場合には、その他の土地建物等に係

る譲渡益、・・・・・。

�３ ３１・３２共－３において、同一の特別控除額の対象となる資産の分離長期

譲渡所得の譲渡益のなかに、優良住宅地の造成等のために譲渡した土地等

に係るもの又は居住用財産に係るものとその他の土地建物等に係るものと

がある場合には、当該譲渡益は、居住用財産に係るもの、優良住宅地の造

成等のために譲渡した土地等に係るもの又はその他の土地建物等に係るも

のから順次成るものとする。

１０
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に留意する。

（廃 止）

（端数計算）

３１－２ ・・・・・。

措置法第３１条の２�優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡

した場合の長期譲渡所得の課税の特例
関係

（収用対償地の買取りに係る契約方式）

３１の２－２ ・・・・・該当するものとする。ただし、当該代替地の譲渡につ

いて法第３４条の２の規定を適用する場合には、措置法第３１条の２の規定は適

用できないことに留意する。

�１ ・・・・・

（長期譲渡所得の特別控除額等の控除の順序）

３１－２ 分離長期譲渡所得のなかに、優良住宅地の造成等のために譲渡した土

地等に係る部分の所得又は居住用財産に係る部分の所得とその他の土地建物

等に係る部分の所得とがある場合の措置法第３１条第４項に規定する長期譲渡

所得の特別控除額は、その他の土地建物等に係る部分の長期譲渡所得の金額、

優良住宅地の造成等のために譲渡した土地等に係る部分の長期譲渡所得の金

額又は居住用財産に係る部分の長期譲渡所得の金額から順次控除するものと

する。ただし、納税者がこの取扱いと異なる順序で控除して申告したときは、

その計算を認める。

所得控除額の控除についても、また同様とする。

�注 「居住用財産に係る部分の所得」とは、居住用財産の譲渡による所得の

うち措置法第３５条�居住用財産の譲渡所得の特別控除�の規定の適用を受

ける居住用財産の譲渡に係る所得以外の所得に限ることに留意する。

（端数計算）

３１－３ ・・・・・。

措置法第３１条の２�優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡

した場合の長期譲渡所得の課税の特例
関係

（収用対償地の買取りに係る契約方式）

３１の２－２ ・・・・・該当するものとする。

�１ ・・・・・

１１
―

―



改 正 後

イ ・・・・・。

ロ ・・・・・。

ハ ・・・・・。

�注 ・・・・・。

�２ ・・・・・

イ ・・・・・。

ロ ・・・・・。

（収用対償地が農地等である場合）

３１の２－３ ・・・・・該当するものとする。ただし、当該代替地の譲渡につ

いて措置法第３４条の２の規定を適用する場合には、措置法第３１条の２の規定

は適用できないことに留意する。

�１ ・・・・・。

�２ ・・・・・。

�注 ・・・・・。

（独立行政法人都市再生機構等に対する土地等の譲渡）

３１の２－４ 独立行政法人都市再生機構、土地開発公社・・・・・。

�１ ・・・・・「当該譲渡に係る土地等が当該業務を行うために直接必要で

あると認められるもの」とは、独立行政法人都市再生機構、土地開発公社

・・・・・。

イ ・・・・・

ロ ・・・・・

�注 ・・・・・。

�２ 独立行政法人都市再生機構又は地方住宅供給公社が措置法第３４条第２項

改 正 前

イ ・・・・・。

ロ ・・・・・。

ハ ・・・・・。

�注 ・・・・・。

�２ ・・・・・

イ ・・・・・。

ロ ・・・・・。

（収用対償地が農地等である場合）

３１の２－３ ・・・・・該当するものとする。

�１ ・・・・・。

�２ ・・・・・。

�注 ・・・・・。

（都市基盤整備公団等に対する土地等の譲渡）

３１の２－４ 都市基盤整備公団、土地開発公社・・・・・。

�１ ・・・・・「当該譲渡に係る土地等が当該業務を行うために直接必要で

あると認められるもの」とは、都市基盤整備公団、土地開発公社・・・・

・。

イ ・・・・・

ロ ・・・・・

�注 ・・・・・。

�２ 都市基盤整備公団、地方住宅供給公社又は地域振興整備公団が措置法第

１２
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第１号�特定土地区画整理事業等のために土地等を譲渡した場合の譲渡所

得の特別控除�に規定する宅地の造成、共同住宅の建設又は建築物及び建

築敷地の整備に関する事業の用に供するために取得する土地等は、・・・

・・。

（収用交換等による譲渡）

３１の２－５ 措置法第３１条の２第２項第３号に規定する「土地等の譲渡で第３３

条の４第１項に規定する収用交換等によるもの」とは、当該譲渡が同法第３３

条第１項各号�収用等に伴い代替資産を取得した場合の課税の特例�又は第

３３条の２第１項各号�交換処分等に伴い資産を取得した場合の課税の特例�

の規定に該当する場合をいうことに留意する。したがって、当該譲渡が措置

法第３３条の４第３項各号に掲げる場合に該当する場合であっても、当該譲渡

は第３１条の２第２項第３号に該当する。

�注 当該譲渡について、措置法第３３条、第３３条の２又は第３３条の４の規定

を適用する場合には、措置法第３１条の２の規定は適用できないことに留

意する。

（削 除）

３４条第２項第１号�特定土地区画整理事業等のために土地等を譲渡した場

合の譲渡所得の特別控除�に規定する宅地の造成、共同住宅の建設又は建

築物及び建築敷地の整備に関する事業の用に供するために取得する土地等

は、・・・・・。

（収用交換等による譲渡）

３１の２－５ 措置法第３１条の２第２項第３号に規定する「土地等の譲渡で第３３

条の４第１項に規定する収用交換等によるもの」については、当該収用交換

等による譲渡につき同法第３３条�収用等に伴い代替資産を取得した場合の課

税の特例�又は第３３条の２�交換処分等に伴い資産を取得した場合の課税の

特例�若しくは第３３条の４�収用交換等の場合の譲渡所得等の特別控除�の

規定の適用を受けたかどうかにかかわらず、第３１条の２第１項の規定の適用

があることに留意する。

�注 当該収用交換等による譲渡が措置法第３３条の４第３項各号に掲げる場

合に該当する場合であっても、当該譲渡は第３１条の２第２項第３号に規

定する「土地等の譲渡で第３３条の４第１項に規定する収用交換等による

もの」に該当する。

（「収用交換等の特例を適用する場合の譲渡所得金額」の構成）

３１の２－６ 措置法第３３条第１項（同条第２項及び第３３条の２第２項において

準用する場合を含む。）の規定を適用する場合において、一の収用交換等に

より譲渡した資産のうちに長期譲渡所得の基因となる土地等とその他の資産

があり、かつ、当該譲渡した資産（以下この項において「譲渡資産」という。）

に係る代替資産の取得に伴い買換差金（譲渡資産の収入金額が代替資産の取

得価額を超える場合のその超過額をいう。）が生じたときは、当該買換差金

の額をそれぞれの譲渡資産の譲渡時の価額の比により按分した金額をそれぞ

れの譲渡資産に係る買換差金とする。また、措置法第３３条の４第１項の規定

１３
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改 正 後

（建築物の「建築面積」の意義）

３１の２－７ 措置法第３１条の２第２項第８号に規定する建築物の「建築面積」

は、・・・・・。

�注 ・・・・・。

（建築物の建築をする事業の施行地区の面積要件等）

３１の２－８ 措置法第３１条の２第２項第８号に規定する建築物の建築をする事

業の施行される土地の区域（以下「施行地区」という。）の面積とは、・・

・・・。

�注 措置法令第２０条の２第８項第２号ロに規定する「建築面積の敷地面積に

対する割合」を求める場合における建築面積は、・・・・・。

（建築事業を行う者が死亡した場合）

３１の２－９ 措置法第３１条の２第２項第８号に規定する建築物の建築をする事

業を行う者が当該建築物の建築工事の完了前に死亡した場合であっても、・

・・・・。

�注 措置法第３１条の２第２項第８号に規定する建築物の建築をする事業を行

う者が当該建築物の建築工事完了前に当該建築物の建築事業の施行地を譲

渡した場合には、・・・・・。

（建築物を２以上の者が建築する場合）

３１の２－１０ 措置法第３１条の２第２項第８号に規定する建築物の建築をする事

改 正 前

を適用する場合の同項に規定する特別控除額は、まず、その他の資産に係る

部分の長期譲渡所得の金額から控除するものとする。

（建築物の「建築面積」の意義）

３１の２－７ 措置法第３１条の２第２項第７号に規定する建築物の「建築面積」

は、・・・・・。

�注 ・・・・・。

（建築物の建築をする事業の施行地区の面積要件等）

３１の２－８ 措置法第３１条の２第２項第７号に規定する建築物の建築をする事

業の施行される土地の区域（以下「施行地区」という。）の面積とは、・・

・・・。

�注 措置法令第２０条の２第７項第２号ロに規定する「建築面積の敷地面積に

対する割合」を求める場合における建築面積は、・・・・・。

（建築事業を行う者が死亡した場合）

３１の２－９ 措置法第３１条の２第２項第７号に規定する建築物の建築をする事

業を行う者が当該建築物の建築工事の完了前に死亡した場合であっても、・

・・・・。

�注 措置法第３１条の２第２項第７号に規定する建築物の建築をする事業を行

う者が当該建築物の建築工事完了前に当該建築物の建築事業の施行地を譲

渡した場合には、・・・・・。

（建築物を２以上の者が建築する場合）

３１の２－１０ 措置法第３１条の２第２項第７号に規定する建築物の建築をする事
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業を行う者又は同項第１５号に規定する住宅若しくは中高層の耐火共同住宅の

建設を行う個人若しくは法人が２以上ある場合における同条第１項の規定の

適用についての留意事項並びに同条第２項第８号及び第１５号に規定する要件

の判定は、次による。

�１ ・・・・・。

�２ 措置法第３１条の２第２項第８号に規定する建築物の建築面積要件及び施

行地区の面積要件の判定は、・・・・・。

�３ 措置法第３１条の２第２項第１５号イに規定する住宅の床面積要件及び敷地

面積要件の判定は、・・・・・。

（措置法第３１条の２第２項第１０号の「宅地の造成」の意義）

３１の２－１１ 措置法第３１条の２第２項第１０号に規定する「宅地の造成」は住宅

建設の用に供するものに限らないから、・・・・・。

（宅地造成につき開発許可を受けた者が有する当該宅地造成区域内の土地等の

譲渡についての特例の不適用）

３１の２－１３ 措置法第３１条の２第２項第１０号に規定する宅地の造成を行う個人

又は法人は、・・・・・。

なお、措置法第３１条の２第２項第１１号又は第１２号に掲げる土地等の譲渡に

ついても同様である。

（宅地の造成等を行う個人又は法人）

３１の２－１４ 措置法第３１条の２第２項第８号に規定する建築物の建築又は同項

第１０号若しくは第１２号若しくは第１３号に規定する宅地の造成又は同項第１４号

若しくは第１５号に規定する住宅又は中高層の耐火共同住宅の建設を行う個人

又は法人には、・・・・・。

したがって、例えば、同項第１５号に規定する住宅又は中高層の耐火共同住

業を行う者又は同項第１４号に規定する住宅若しくは中高層の耐火共同住宅の

建設を行う個人若しくは法人が２以上ある場合における同条第１項の規定の

適用についての留意事項並びに同条第２項第７号及び第１４号に規定する要件

の判定は、次による。

�１ ・・・・・。

�２ 措置法第３１条の２第２項第７号に規定する建築物の建築面積要件及び施

行地区の面積要件の判定は、・・・・・。

�３ 措置法第３１条の２第２項第１４号イに規定する住宅の床面積要件及び敷地

面積要件の判定は、・・・・・。

（措置法第３１条の２第２項第９号の「宅地の造成」の意義）

３１の２－１１ 措置法第３１条の２第２項第９号に規定する「宅地の造成」は住宅

建設の用に供するものに限らないから、・・・・・。

（宅地造成につき開発許可を受けた者が有する当該宅地造成区域内の土地等の

譲渡についての特例の不適用）

３１の２－１３ 措置法第３１条の２第２項第９号に規定する宅地の造成を行う個人

又は法人は、・・・・・。

なお、措置法第３１条の２第２項第１０号又は第１１号に掲げる土地等の譲渡に

ついても同様である。

（宅地の造成等を行う個人又は法人）

３１の２－１４ 措置法第３１条の２第２項第７号に規定する建築物の建築又は同項

第９号若しくは第１１号若しくは第１２号に規定する宅地の造成又は同項第１３号

若しくは第１４号に規定する住宅又は中高層の耐火共同住宅の建設を行う個人

又は法人には、・・・・・。

したがって、例えば、同項第１４号に規定する住宅又は中高層の耐火共同住
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改 正 後

宅の建設を行う個人又は法人には、・・・・・。

（「住宅建設の用に供される一団の宅地の造成」の意義）

３１の２－１５ 措置法第３１条の２第２項第１２号又は同項第１３号に規定する「住宅

建設の用に供される一団の宅地の造成」とは、・・・・・。

�注 ・・・・・、当該造成された住宅地に措置法第３１条の２第２項第１４号に

規定する「一団の住宅又は中高層の耐火共同住宅」が建設される場合であ

っても、同項第１４号の規定の適用はない。

（「一団の宅地の面積」の判定）

３１の２－１６ 措置法第３１条の２第２項第１０号イ、同項第１２号イ又は同項第１３号

イに規定する「一団の宅地の面積」の判定は、・・・・・。

�１ ・・・・・。

�２ ・・・・・。

�３ ・・・・・。

�４ ・・・・・。

（「土地区画整理法に規定する組合員である個人又は法人」の意義）

３１の２－１７ 措置法規則第１３条の３第１項第１０号又は同項第１３号に規定する

「土地区画整理法第２条第３項に規定する施行者又は同法第２５条第１項に規

定する組合員である個人又は法人」には、・・・・・。

（区画整理促進機構の証明の日前に土地等を譲渡した場合）

３１の２－１８ ・・・・・、当該買取者は、措置法規則第１３条の３第１項第１０号

又は同項第１３号に規定する買取者の要件を満たさないこととなるので、・・

改 正 前

宅の建設を行う個人又は法人には、・・・・・。

（「住宅建設の用に供される一団の宅地の造成」の意義）

３１の２－１５ 措置法第３１条の２第２項第１１号又は同項第１２号に規定する「住宅

建設の用に供される一団の宅地の造成」とは、・・・・・。

�注 ・・・・・、当該造成された住宅地に措置法第３１条の２第２項第１３号に

規定する「一団の住宅又は中高層の耐火共同住宅」が建設される場合であ

っても、同項第１３号の規定の適用はない。

（「一団の宅地の面積」の判定）

３１の２－１６ 措置法第３１条の２第２項第９号イ、同項第１１号イ又は同項第１２号

イに規定する「一団の宅地の面積」の判定は、・・・・・。

�１ ・・・・・。

�２ ・・・・・。

�３ ・・・・・。

�４ ・・・・・。

（「土地区画整理法に規定する組合員である個人又は法人」の意義）

３１の２－１７ 措置法規則第１３条の３第１項第９号又は同項第１２号に規定する

「土地区画整理法第２条第３項に規定する施行者又は同法第２５条第１項に規

定する組合員である個人又は法人」には、・・・・・。

（区画整理促進機構の証明の日前に土地等を譲渡した場合）

３１の２－１８ ・・・・・、当該買取者は、措置法規則第１３条の３第１項第９号

又は同項第１２号に規定する買取者の要件を満たさないこととなるので、・・
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・・・。

（「住宅又は中高層の耐火共同住宅」の建設を行う者）

３１の２－１９ 措置法第３１条の２第２項第１４号に規定する「住宅又は中高層の耐

火共同住宅」は、・・・・・。

（「住居の用途に供する独立部分」及び「床面積」の判定）

３１の２－２０ 措置法第３１条の２第２項第１４号ロに規定する「中高層の耐火共同

住宅にあっては住居の用途に供する独立部分（建物の区分所有等に関する法

律（昭和３７年法律第６９号）第２条第１項に規定する建物の部分に相当するも

のをいう。）が１５以上」又は・・・・・。

（換地処分後の土地等の譲渡）

３１の２－２１ ・・・・・、当該換地処分により取得した土地等をその取得の日

から当該期間の末日までの間に措置法第３１条の２第２項第１５号に規定する住

宅又は中高層の耐火共同住宅の建設を行う個人又は法人に譲渡したとき（当

該譲渡に係る土地等が当該住宅又は中高層の耐火共同住宅の用に供される場

合に限る。）は、・・・・・。

（住宅の床面積等）

３１の２－２２ 措置法第３１条の２第２項第１５号に規定する住宅又は中高層の耐火

共同住宅が二棟以上建設される場合における同号に規定する要件に該当する

かどうかの判定については、次による。

�１ 措置法令第２０条の２第１８項に定める住宅の床面積及び住宅の用に供され

る土地等の面積要件については、・・・・・。

イ ・・・・・。

ロ ・・・・・。

・・・。

（「住宅又は中高層の耐火共同住宅」の建設を行う者）

３１の２－１９ 措置法第３１条の２第２項第１３号に規定する「住宅又は中高層の耐

火共同住宅」は、・・・・・。

（「住居の用途に供する独立部分」及び「床面積」の判定）

３１の２－２０ 措置法第３１条の２第２項第１３号ロに規定する「中高層の耐火共同

住宅にあっては住居の用途に供する独立部分（建物の区分所有等に関する法

律（昭和３７年法律第６９号）第２条第１項に規定する建物の部分に相当するも

のをいう。）が１５以上」又は・・・・・。

（換地処分後の土地等の譲渡）

３１の２－２１ ・・・・・、当該換地処分により取得した土地等をその取得の日

から当該期間の末日までの間に措置法第３１条の２第２項第１４号に規定する住

宅又は中高層の耐火共同住宅の建設を行う個人又は法人に譲渡したとき（当

該譲渡に係る土地等が当該住宅又は中高層の耐火共同住宅の用に供される場

合に限る。）は、・・・・・。

（住宅の床面積等）

３１の２－２２ 措置法第３１条の２第２項第１４号に規定する住宅又は中高層の耐火

共同住宅が二棟以上建設される場合における同号に規定する要件に該当する

かどうかの判定については、次による。

�１ 措置法令第２０条の２第１７項に定める住宅の床面積及び住宅の用に供され

る土地等の面積要件については、・・・・・。

イ ・・・・・。

ロ ・・・・・。
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改 正 後

ハ ・・・・・。

�２ 中高層の耐火共同住宅の各独立住居部分の一部分が措置法令第２０条の２

第１６項第４号に規定する床面積の要件に該当しない場合には、・・・・・。

（併用住宅の場合）

３１の２－２３ 住宅以外の部分の床面積が全体の床面積の２分の１未満である併

用住宅は、措置法第３１条の２第２項第１５号に規定する「住宅」に該当するも

のとする。したがって、当該「住宅」に該当する併用住宅についての措置法

令第２０条の２第１８項に定める床面積要件及び敷地面積要件の判定は、・・・

・・。

（床面積の意義）

３１の２－２４ 措置法第３１条の２第２項、措置法令第２０条の２第１６項、同条第１８

項及び措置法規則第１３条の３第１項に規定する床面積は、・・・・・。

（土地区画整理事業等の施行地区内の土地等の譲渡）

３１の２－２５ ・・・・・。

�１ ・・・・・

�２ 同項第８号に規定する建築物の建築をする事業を行う者 ・・・・・

�３ 同項第１０号、第１２号又は第１３号に規定する個人又は法人 ・・・・・

�４ 同項第１４号に規定する個人又は法人 ・・・・・

（「確定優良住宅地等予定地のための譲渡の特例期間」の判定）

３１の２－２８ 措置法令第２０条の２第１９項から第２１項までの規定により確定優良

住宅地等予定地のための譲渡の特例期間を判定する場合は、措置法第３１条の

改 正 前

ハ ・・・・・。

�２ 中高層の耐火共同住宅の各独立住居部分の一部分が措置法令第２０条の２

第１５項第４号に規定する床面積の要件に該当しない場合には、・・・・・。

（併用住宅の場合）

３１の２－２３ 住宅以外の部分の床面積が全体の床面積の２分の１未満である併

用住宅は、措置法第３１条の２第２項第１４号に規定する「住宅」に該当するも

のとする。したがって、当該「住宅」に該当する併用住宅についての措置法

令第２０条の２第１７項に定める床面積要件及び敷地面積要件の判定は、・・・

・・。

（床面積の意義）

３１の２－２４ 措置法第３１条の２第２項、措置法令第２０条の２第１５項、同条第１７

項及び措置法規則第１３条の３第１項に規定する床面積は、・・・・・。

（土地区画整理事業等の施行地区内の土地等の譲渡）

３１の２－２５ ・・・・・。

�１ ・・・・・

�２ 同項第７号に規定する建築物の建築をする事業を行う者 ・・・・・

�３ 同項第９号、第１１号又は第１２号に規定する個人又は法人 ・・・・・

�４ 同項第１３号に規定する個人又は法人 ・・・・・

（「確定優良住宅地等予定地のための譲渡の特例期間」の判定）

３１の２－２８ 措置法令第２０条の２第１８項から第２０項までの規定により確定優良

住宅地等予定地のための譲渡の特例期間を判定する場合は、措置法第３１条の
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２第２項第１０号若しくは第１１号に規定する「一団の宅地の造成を行う個人又

は法人」、同項第１２号若しくは第１３号に規定する「住宅建設の用に供される

一団の宅地の造成を行う個人又は法人」又は同項第１４号若しくは第１５号に規

定する「住宅又は中高層の耐火共同住宅の建設を行う個人又は法人」が措置

法規則第１３条の３第１０項第２号の規定により税務署長に提出した事業概要書

等により行うのであるから留意する。したがって、・・・・・。

なお、措置法令第２０条の２第１９項第５号に規定する「住居の用途に供する

独立部分が５０以上のもの」であるかどうかの判定は、・・・・・。

�注 措置法令第２０条の２第２０項又は第２１項に規定する「確定優良住宅地造成

等事業につき開発許可等を受けることができると見込まれる日として所轄

税務署長が認定した日」は、一の事業ごとに一定の日を税務署長が判定す

ることになること及び当該認定した日の属する年の１２月３１日までの期間内

に開発許可等を受けることができなかった確定優良住宅地造成等事業を行

う個人又は法人に対する土地等の譲渡については、その全部が措置法第３１

条の２第２項第１０号から第１５号までに掲げる土地等の譲渡に該当しないこ

ととなるから、・・・・・。

（確定優良住宅地等予定地のための譲渡が優良住宅地等のための譲渡に該当す

ることとなった場合の証明書類）

３１の２－２９ ・・・・・、当該譲渡が同項に規定する期間内に同条第２項第１０

号から第１５号までに掲げる土地等の譲渡に該当することとなった場合には、

同条第５項の規定により同条第３項の規定の適用を受けた者に対して、措置

法規則第１３条の３第１項第１０号から第１５号までに掲げる書類（当該書類で既

に交付しているものを除く。）を交付しなければならないこととされている

が、・・・・・。

２第２項第９号若しくは第１０号に規定する「一団の宅地の造成を行う個人又

は法人」、同項第１１号若しくは第１２号に規定する「住宅建設の用に供される

一団の宅地の造成を行う個人又は法人」又は同項第１３号若しくは第１４号に規

定する「住宅又は中高層の耐火共同住宅の建設を行う個人又は法人」が措置

法規則第１３条の３第１０項第２号の規定により税務署長に提出した事業概要書

等により行うのであるから留意する。したがって、・・・・・。

なお、措置法令第２０条の２第１８項第５号に規定する「住居の用途に供する

独立部分が５０以上のもの」であるかどうかの判定は、・・・・・。

�注 措置法令第２０条の２第１９項又は第２０項に規定する「確定優良住宅地造成

等事業につき開発許可等を受けることができると見込まれる日として所轄

税務署長が認定した日」は、一の事業ごとに一定の日を税務署長が判定す

ることになること及び当該認定した日の属する年の１２月３１日までの期間内

に開発許可等を受けることができなかった確定優良住宅地造成等事業を行

う個人又は法人に対する土地等の譲渡については、その全部が措置法第３１

条の２第２項第９号から第１４号までに掲げる土地等の譲渡に該当しないこ

ととなるから、・・・・・。

（確定優良住宅地等予定地のための譲渡が優良住宅地等のための譲渡に該当す

ることとなった場合の証明書類）

３１の２－２９ ・・・・・、当該譲渡が同項に規定する期間内に同条第２項第９

号から第１４号までに掲げる土地等の譲渡に該当することとなった場合には、

同条第５項の規定により同条第３項の規定の適用を受けた者に対して、措置

法規則第１３条の３第１項第９号から第１４号までに掲げる書類（当該書類で既

に交付しているものを除く。）を交付しなければならないこととされている

が、・・・・・。

１９
―

―



改 正 後

措置法第３１条の３�居住用財産を譲渡した場合の長期譲渡所得

の課税の特例
関係

（固定資産の交換の特例等との関係）

３１の３－１ ・・・・・、第３７条の７�大規模な住宅地等造成事業の施行区域

内にある土地等の造成のための交換等の場合の譲渡所得の課税の特例�、第

３７条の９の２�認定事業用地適正化計画の事業用地の区域内にある土地等の

交換等の場合の譲渡所得の課税の特例�若しくは第３７条の９の３�承継業務

の事業計画の施行区域内にある土地等の交換の場合の譲渡所得の課税の特例�

の規定の適用を受ける場合には、当該譲渡については同項の規定の適用はな

いが、・・・・・。

�注１ ・・・・・。

２ ・・・・・。

（措置法第３１条の３第２項第３号に掲げる資産）

３１の３－３ ・・・・・その年の１月１日において所有期間（措置法第３１条第

２項に規定する所有期間をいう。以下３１の３－１９の２までにおいて同じ。）

が１０年を超えるものを譲渡した場合の当該家屋及び敷地の用に供されている

土地等をいうのであるから留意する。

�注１ ・・・・・。

２ ・・・・・。

（生計を一にする親族の居住の用に供している家屋）

３１の３－６ ・・・・・。

�１ ・・・・・。

改 正 前

措置法第３１条の３�居住用財産を譲渡した場合の長期譲渡所得

の課税の特例
関係

（固定資産の交換の特例等との関係）

３１の３－１ ・・・・・、第３７条の７�大規模な住宅地等造成事業の施行区域

内にある土地等の造成のための交換等の場合の譲渡所得の課税の特例�若し

くは第３７条の９の２�認定事業用地適正化計画の事業用地の区域内にある土

地等の交換等の場合の譲渡所得の課税の特例�の規定の適用を受ける場合に

は、当該譲渡については同項の規定の適用はないが、・・・・・。

�注１ ・・・・・。

２ ・・・・・。

（措置法第３１条の３第２項第３号に掲げる資産）

３１の３－３ ・・・・・その年の１月１日において所有期間（措置法第３１条第

３項に規定する所有期間をいう。以下３１の３－１９の２までにおいて同じ。）

が１０年を超えるものを譲渡した場合の当該家屋及び敷地の用に供されている

土地等をいうのであるから留意する。

�注１ ・・・・・。

２ ・・・・・。

（生計を一にする親族の居住の用に供している家屋）

３１の３－６ ・・・・・。

�１ ・・・・・。

２０
―

―



�２ ・・・・・。

�３ ・・・・・、既に措置法第３１条の３、第３５条、第３６条の２、第３６条の５、

第３６条の６、第４１条の５又は第４１条の５の２の規定の適用を受けていない

こと。

�４ ・・・・・。

�注１ ・・・・・。

２ ・・・・・。

�１ ・・・・・

�２ ・・・・・

�３ ・・・・・

（権利変換により取得した施設建築物等の一部を取得する権利等の譲渡）

３１の３－１７ 次に掲げる事業の施行地区内にその居住の用に供している家屋

（当該家屋でその居住の用に供されなくなったものを含む。）及び当該家屋の

敷地の用に供されている土地等（災害により滅失した当該家屋の敷地であっ

た土地等を含む。）を有する者につき、それぞれに掲げるところにより措置

法第３３条の３の規定による旧資産、防災旧資産又は変換前資産の譲渡があっ

たとみなされる日が、当該家屋をその居住の用に供されなくなった日から同

日以後３年を経過する日の属する年の１２月３１日までの間にあるときは、当該

譲渡は、措置法第３１条の３第１項に規定する譲渡に該当するものとして取り

扱う。

�１ 都市再開発法による市街地再開発事業に係る権利変換又は収用若しくは

買取りに伴い取得した施設建築物の一部を取得する権利（当該権利ととも

に取得した施設建築敷地若しくはその共有持分又は地上権の共有持分を含

む。）又は建築施設の部分の給付を受ける権利を譲渡（措置法第３３条の３

第３項に規定する相続、遺贈又は贈与を含む。）した場合又は建築施設の

部分につき都市再開発法第１１８条の５第１項�譲受け希望の申出等の撤回�

�２ ・・・・・。

�３ ・・・・・、既に措置法第３１条の３、第３５条、第３６条の２、第３６条の５、

第３６条の６又は第４１条の５の規定の適用を受けていないこと。

�４ ・・・・・。

�注１ ・・・・・。

２ ・・・・・。

�１ ・・・・・

�２ ・・・・・

�３ ・・・・・

（権利変換により取得した施設建築物の一部を取得する権利等の譲渡）

３１の３－１７ 都市再開発法による市街地再開発事業の施行地区内にその居住の

用に供している家屋（当該家屋でその居住の用に供されなくなったものを含

む。）及び当該家屋の敷地の用に供されている土地等（災害により滅失した

当該家屋の敷地であった土地等を含む。）を有する者が、当該事業に係る権

利変換又は収用若しくは買取りに伴い取得した施設建築物の一部を取得する

権利又は建築施設の部分の給付を受ける権利を譲渡（措置法第３３条の３第３

項に規定する相続、遺贈又は贈与を含む。以下この項において同じ。）した

場合又は建築施設の部分につき都市再開発法第１１８条の５第１項�譲受け希

望の申出等の撤回�に規定する譲受け希望の申出を撤回した場合（同法第１１８

条の１２第１項�仮登記等に係る権利の消滅について同意が得られない場合に

おける譲受け希望の申出の撤回�又は第１１８条の１９第１項�譲受け希望の申

出を撤回したものとみなす場合�の規定により、譲受けの申出を撤回したも

のとみなされる場合を含む。）において、措置法第３３条の３第３項の規定に

よる旧資産の譲渡があったものとみなされる日が、当該家屋をその居住の用

に供されなくなった日から同日以後３年を経過する日の属する年の１２月３１日

２１
―

―



改 正 後

に規定する譲受け希望の申出を撤回した場合（同法第１１８条の１２第１項

�仮登記等に係る権利の消滅について同意が得られない場合における譲受

け希望の申出の撤回�又は第１１８条の１９第１項�譲受け希望の申出を撤回

したものとみなす場合�の規定により、譲受けの申出を撤回したものとみ

なされる場合を含む。）において、措置法第３３条の３第３項の規定による

旧資産の譲渡があったものとみなされる日

�２ 密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律による防災街区

整備事業に係る権利変換に伴い取得した防災施設建築物の一部を取得する

権利（当該権利とともに取得した防災施設建築敷地若しくはその共有持分

又は地上権の共有持分を含む。）を譲渡（措置法第３３条の３第５項に規定

する相続、遺贈又は贈与を含む。）した場合において、同項の規定による

防災旧資産の譲渡があったものとみなされる日

�３ マンションの建替えの円滑化等に関する法律によるマンション建替事業

に係る権利変換に伴い取得した施行再建マンションに関する権利を取得す

る権利（当該権利とともに取得した施行再建マンションに係る敷地利用権

を含む。）を譲渡（措置法第３３条の３第７項に規定する相続、遺贈又は贈

与を含む。）した場合において、同項の規定による変換前資産の譲渡があ

ったものとみなされる日

なお、この場合において、当該旧資産、防災旧資産又は変換前資産の所有

期間は、当該旧資産、防災旧資産又は変換前資産の譲渡があったものとみな

される日の属する年の１月１日における所有期間となるのであるから留意す

る。

（居住用家屋の所有者とその敷地の所有者が異なる場合の取扱い）

３１の３－１９ ・・・・・。

改 正 前

までの間にあるときは、当該譲渡は、措置法第３１条の３第１項に規定する譲

渡に該当するものとして取り扱う。当該権利とともに取得した施設建築敷地

若しくはその共有持分又は地上権の共有持分を、当該権利とともに譲渡した

ときも、また同様とする。

この場合において、当該旧資産の所有期間は、当該旧資産の譲渡があった

ものとみなされる日の属する年の１月１日における所有期間となるのである

から留意する。

（居住用家屋の所有者とその敷地の所有者が異なる場合の取扱い）

３１の３－１９ ・・・・・。

２２
―

―



�１ ・・・・・。

�２ ・・・・・。

�３ ・・・・・。

�注１ ・・・・・。

２ ・・・・・。

３ ・・・・・、譲渡家屋の所有者に係る当該家屋の譲渡について措置

法第４１条の５第１項又は第４１条の５の２第１項の規定の適用を受ける

ことはできない。

措置法第３２条�短期譲渡所得の課税の特例
関係

（廃 止）

�１ ・・・・・。

�２ ・・・・・。

�３ ・・・・・。

�注１ ・・・・・。

２ ・・・・・。

３ ・・・・・、譲渡家屋の所有者に係る措置法第４１条の５第３項第１

号に規定する居住用財産の譲渡損失の金額について同条第１項の規定

の適用を受けることはできない。

措置法第３２条�短期譲渡所得の課税の特例
関係

（短期譲渡所得に対する上積税額の計算の基礎となる「所得税の額」の意義等）

３２－１ 措置法第３２条第１項又は措置法令第２１条第２項�上積税額�の規定を

適用する場合における同項に規定する「所得税の額」の意義、課税総所得金

額がない場合の上積税額の計算、同法第３２条第３項の規定の対象となる土地

等（以下「軽減税率対象土地等」という。）とその他の土地建物等（有価証

券を含む。）がある場合の税額の計算及び平均課税との関係については、次

によることとする。

�１ 措置法令第２１条第２項�上積税額�に規定する「所得税の額」とは、各

種の税額控除前の課税総所得金額に係る所得税の額をいうことに留意する。

�２ 措置法第３２条第１項第２号の規定は、課税総所得金額がない者について

短期譲渡所得に対する所得税の額を計算する場合においても適用があるこ

とに留意する。

�３ 変動所得及び臨時所得の平均課税の規定の適用を受ける者について措置

法令第２１条第２項の規定を適用する場合には、同項に規定する「所得税の

額」は変動所得及び臨時所得の平均課税の規定を適用したところにより計

算するのであるが、これらの者についてこれらの規定の適用があるかどう

２３
―

―



改 正 後

（廃 止）

改 正 前

かの判定は、短期譲渡所得の金額がないものとして行うことに留意する。

（平均課税の適用を受けている場合の上積税額の計算の基礎となる短期譲渡所

得に対する税額）

３２－２ 変動所得及び臨時所得の平均課税の適用を受けている場合の上積税額

の計算の基礎となる措置法令第２１条第２項に規定する短期譲渡所得の金額に

対する税額は、次の�１に掲げる金額から次の�２に掲げる金額を控除した残額

に相当する金額とする。

�１ 次のイ及びロに掲げる金額の合計額

イ 次に掲げるそれぞれの場合に応じて計算した金額をその年分の課税総

所得金額（調整所得金額）とみなして計算した場合の所得税額

�イ 課税短期譲渡所得金額から所得税法第３３条第３項に規定する譲渡所

得の特別控除額（その年中の総合短期譲渡所得の金額及び総合長期譲

渡所得の金額の計算上同項の規定により控除される金額がある場合に

は、当該金額を控除した残額）を控除した残額（以下この項において

「課税短期譲渡所得金額」という。）とその年分の課税総所得金額との

合計額が平均課税対象金額を超える場合 当該合計額から平均課税対

象金額の５分の４に相当する金額を控除した金額

�ロ 課税短期譲渡所得金額とその年分の課税総所得金額との合計額が平

均課税対象金額以下である場合 当該合計額の５分の１に相当する金

額

ロ 課税短期譲渡所得金額とその年分の課税総所得金額との合計額から上

記イにおいてその年分の課税総所得金額とみなされた金額を控除した金

額に平均税率（上記イの所得税額の上記イにおいてその年分の課税総所

得金額とみなされた金額に対する割合）を乗じて計算した金額

２４
―

―



（端数計算）

３２－１ 課税短期譲渡所得金額に１，０００円未満の端数があるとき又はその全額

が１，０００円未満であるときは、国税通則法第１１８条第１項の規定により、その

端数金額又はその全額を切り捨てることとなるが、課税短期譲渡所得金額の

なかに措置法第３２条第３項の規定の対象となる土地等（以下「軽減税率対象

土地等」という。）に係る部分の金額とその他の土地建物等（有価証券を含

む。）に係る部分の金額とがある場合においても、それぞれの金額に１，０００円

未満の端数があるとき又はその全額が１，０００円未満であるときは、その端数

金額又は全額を切り捨てるものとする。

�２ 所得税法第９０条第１項各号�変動所得及び臨時所得の平均課税�に掲げ

る金額の合計額

（端数計算）

３２－３ 課税短期譲渡所得金額に１，０００円未満の端数があるとき又はその全額

が１，０００円未満であるときは、国税通則法第１１８条第１項の規定により、その

端数金額又はその全部を切り捨てることとなるが、措置法令第２１条第２項に

規定する「課税短期譲渡所得金額から所得税法第３３条第３項に規定する譲渡

所得の特別控除額（その年中の譲渡所得で法第３１条第１項（同条第２項、法

第３１条の２又は第３１条の３の規定により適用される場合を含む。第１０項を除

き、以下第２４条までにおいて同じ。）及び法第３２条第１項（同条第２項にお

いて準用する場合を含む。）の規定に該当しないものの金額の計算上控除さ

れる金額があるときは、当該金額を控除した残額）を控除した残額」におい

て１，０００円未満の端数があるとき又はその全額が１，０００円未満であるときは、

その端数金額又はその全額を切り捨てるものとする。

課税短期譲渡所得金額のなかに軽減税率対象土地等に係る部分の金額とそ

の他の土地建物等（有価証券を含む。）に係る部分の金額とがある場合にそ

れぞれ１，０００円未満の端数があるとき又はその全額が１，０００円未満であるとき

も、また同様とする。

�注 例えば、その年分の短期譲渡所得の金額が２，１６９，８６０円、短期譲渡所得

の金額から控除すべき金額がない場合には、課税短期譲渡所得金額は

２，１６９，０００円となるが、この短期譲渡所得の金額に対する上積税額の計算

をする場合において、総合短期譲渡所得及び総合長期譲渡所得の基因とな

る資産の譲渡益が２１２，３８０円あるため、課税短期譲渡所得金額から控除す

べき所得税法第３３条第３項に規定する譲渡所得の特別控除額が２８７，６２０円

（５００，０００円－２１２，３８０円）であるときは、課税総所得金額に加算される課

税短期譲渡所得金額は、１，８８１，０００円（２，１６９，０００円－２８７，６２０円＝１，８８１，３８０

２５
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―



改 正 後

（廃 止）

（土地類似株式等の判定の時期）

３２－２ その譲渡した株式（出資及び投資口（投資信託及び投資法人に関する

法律第２条第２１項に規定する投資口をいう。）を含む。以下３２－５までにお

いて同じ。）又は特定信託の受益権が措置法令第２１条第３項各号に掲げる株

式又は特定信託の受益権に該当するかどうかは、・・・・・。

（総資産の価額の算定が困難な場合の簡便計算）

３２－３ 譲渡した株式に係る発行法人の措置法令第２１条第３項各号に規定する

土地保有割合を計算する場合において、・・・・・。

（算式）

当該株式の譲渡対価の額

譲渡株式の数等
×
発行法人の
発行済株式の
総数等

＋
発行法人が有する負債の金額
（退職給与引当金及び賞与引
当金の額を含む。）

（譲渡直前に借入等を行った場合の土地類似株式等の判定）

３２－４ 譲渡した株式が措置法令第２１条第３項各号に規定する株式に該当する

改 正 前

円→１，８８１，０００円）となる。

（土地建物等と有価証券とがある場合の上積税額の計算）

３２－４ その年中の分離短期譲渡所得のうちに措置法第３２条第１項に規定する

土地建物等に係る譲渡所得と同条第２項に規定する有価証券に係る譲渡所得

とがある場合には、同条第１項第２号（同条第２項において準用する場合を

含む。）に掲げる金額は、これらの譲渡所得の金額の合計額を基として計算

した課税短期譲渡所得金額を基礎として計算するのであるから留意する。

（土地類似株式等の判定の時期）

３２－５ その譲渡した株式（出資及び投資口（投資信託及び投資法人に関する

法律第２条第２１項に規定する投資口をいう。）を含む。以下３２－８までにお

いて同じ。）又は特定信託の受益権が措置法令第２１条第４項各号に掲げる株

式又は特定信託の受益権に該当するかどうかは、・・・・・。

（総資産の価額の算定が困難な場合の簡便計算）

３２－６ 譲渡した株式に係る発行法人の措置法令第２１条第４項各号に規定する

土地保有割合を計算する場合において、・・・・・。

（算式）

当該株式の譲渡対価の額

譲渡株式の数等
×
発行法人の
発行済株式の
総数等

＋
発行法人が有する負債の金額
（退職給与引当金及び賞与引
当金の額を含む。）

（譲渡直前に借入等を行った場合の土地類似株式等の判定）

３２－７ 譲渡した株式が措置法令第２１条第４項各号に規定する株式に該当する

２６
―

―



かどうかを判定する場合において、・・・・・。

（増資等があった場合における譲渡株式数の割合）

３２－５ 増資等により株式の発行法人の発行済株式の総数に異動があった場合

において、措置法令第２１条第４項第１号ロに規定する特殊関係株主等の譲渡

した株式の数が当該発行済株式の総数の５％以上又は１５％以上に相当する数

に当たるかどうかは、・・・・・。

（その他これに準ずる関係のある者の範囲）

３２－６ 措置法令第２１条第６項に規定する「その他これに準ずる関係のある者」

には、・・・・・。

（軽減税率対象所得）

３２－７ ・・・・・。

�注 ・・・・・。

（課税繰延べの特例の適用を受ける場合の１，０００m２の面積基準の判定）

３２－８ ・・・・・、第３７条の７�大規模な住宅地等造成事業の施行区域内に

ある土地等の造成のための交換等の場合の譲渡所得の課税の特例�、第３７条

の９の２�認定事業用地適正化計画の事業用地の区域内にある土地等の交換

等の場合の譲渡所得の課税の特例�又は第３７条の９の３�承継業務の事業計

画の施行区域内にある土地等の交換の場合の譲渡所得の課税の特例�の規定

の適用を受ける場合には、その譲渡所得の金額の計算上その土地等の全部又

は一部の譲渡がなかったものとされるが、・・・・・。

（軽減税率対象土地等に係る部分の譲渡所得の計算）

３２－９ 分離短期譲渡所得の基因となる資産のなかに軽減税率対象土地等とそ

かどうかを判定する場合において、・・・・・。

（増資等があった場合における譲渡株式数の割合）

３２－８ 増資等により株式の発行法人の発行済株式の総数に異動があった場合

において、措置法令第２１条第５項第１号ロに規定する特殊関係株主等の譲渡

した株式の数が当該発行済株式の総数の５％以上又は１５％以上に相当する数

に当たるかどうかは、・・・・・。

（その他これに準ずる関係のある者の範囲）

３２－９ 措置法令第２１条第７項に規定する「その他これに準ずる関係のある者」

には、・・・・・。

（軽減税率対象所得）

３２－１０ ・・・・・。

�注 ・・・・・。

（課税繰延べの特例の適用を受ける場合の１，０００m２の面積基準の判定）

３２－１１ ・・・・・、第３７条の７�大規模な住宅地等造成事業の施行区域内に

ある土地等の造成のための交換等の場合の譲渡所得の課税の特例�若しくは

第３７条の９の２�認定事業用地適正化計画の事業用地の区域内にある土地等

の交換等の場合の譲渡所得の課税の特例�の規定の適用を受ける場合には、

その譲渡所得の金額の計算上その土地等の全部又は一部の譲渡がなかったも

のとされるが、・・・・・。

（軽減税率対象土地等に係る部分の譲渡所得の計算）

３２－１２ 分離短期譲渡所得の基因となる資産のなかに軽減税率対象土地等とそ

２７
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―



改 正 後

の他の土地建物等（有価証券を含む。以下３２－１０までにおいて同じ。）とが

ある場合における３１・３２共－２又は３１・３２共－３の適用については、次によ

るものとする。

�１ ・・・・・。

�２ ３１・３２共－２の�２により、分離長期譲渡所得の損失の金額を分離短期譲

渡所得の譲渡益から控除する場合には、まず、軽減税率対象土地等以外の

部分に係る分離短期譲渡所得の譲渡益から控除する。

�３ ・・・・・。

（特別控除額等の控除の順序）

３２－１０ ・・・・・。

措置法第３３条�収用等に伴い代替資産を取得した場合の課税の

特例
関係

（関連事業に該当する場合）

３３－２ ・・・・・。

�１ ・・・・・。

�２ ・・・・・。

�３ ・・・・・。

�４ ・・・・・。

�注 措置法規則第１４条第５項�収用等の証明書�の規定は、・・・・・。

（権利変換差額等についての収用等の課税の特例）

改 正 前

の他の土地建物等（有価証券を含む。以下３２－１３までにおいて同じ。）とが

ある場合における３１・３２共－２又は３１・３２共－３の適用については、次によ

るものとする。

�１ ・・・・・。

�２ ３１・３２共－２の�２又は�６により、総合短期譲渡所得の損失の金額又は分

離長期譲渡所得の損失の金額若しくは総合長期譲渡所得の損失の金額を分

離短期譲渡所得の譲渡益から控除する場合には、まず、軽減税率対象土地

等以外の部分に係る分離短期譲渡所得の譲渡益から控除する。

�３ ・・・・・。

（特別控除額等の控除の順序）

３２－１３ ・・・・・。

措置法第３３条�収用等に伴い代替資産を取得した場合の課税の

特例
関係

（関連事業に該当する場合）

３３－２ ・・・・・。

�１ ・・・・・。

�２ ・・・・・。

�３ ・・・・・。

�４ ・・・・・。

�注 措置法規則第１４条第７項�収用等の証明書�の規定は、・・・・・。

（権利変換差額等についての収用等の課税の特例）

２８
―
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３３－６ 個人が、第一種市街地再開発事業若しくは第二種市街地再開発事業の

施行に伴い取得した変換取得資産（措置法令第２２条の３第３項第１号�換地

処分等に伴い資産を取得した場合の課税の特例�に規定する変換取得資産を

いう。以下３９－３までにおいて同じ。）若しくは対償取得資産（同条第２項

に規定する対償取得資産をいう。以下３９－３において同じ。）又は防災街区

整備事業の施行に伴い取得した防災変換取得資産（同条第６項に規定する防

災変換取得資産をいう。以下３９－３までにおいて同じ。）を有する個人から

当該変換取得資産若しくは対償取得資産又は防災変換取得資産を所得税法第

６０条第１項第１号�贈与等により取得した資産の取得費等�に掲げる贈与、

相続又は遺贈により取得した場合において、当該変換取得資産若しくは対償

取得資産又は防災変換取得資産を取得した個人が都市再開発法第１０４条�清

算�若しくは第１１８条の２４�清算�又は密集市街地における防災街区の整備

の促進に関する法律第２４８条�清算�に規定する差額に相当する金額の交付

を受けることとなったときは、そのなった日において措置法第３３条の３第２

項に規定する旧資産又は同条第４項に規定する防災旧資産のうち措置法令第

２２条の３第４項又は第６項に規定する部分につき収用等による譲渡があった

ものとして措置法第３３条の規定の適用があるものとする。

（収用等又は換地処分等があった日）

３３－７ ・・・・・。

�１ ・・・・・

�２ ・・・・・

�３ ・・・・・

�４ 資産について都市再開発法第８６条第２項�権利変換の処分�又は密集市

街地における防災街区の整備の促進に関する法律第２１９条第２項�権利変

換の処分�の規定による権利変換処分があった場合 ・・・・・

３３－６ 個人が、第一種市街地再開発事業又は第二種市街地再開発事業の施行

に伴い取得した変換取得資産（措置法令第２２条の３第３項第１号�換地処分

等に伴い資産を取得した場合の課税の特例�に規定する変換取得資産をいう。

以下３９－３までにおいて同じ。）又は対償取得資産（同条第２項に規定する

対償取得資産をいう。以下３９－３において同じ。）を有する個人から当該変

換取得資産又は対償取得資産を所得税法第６０条第１項第１号�贈与等により

取得した資産の取得費等�に掲げる贈与、相続又は遺贈により取得した場合

において、当該変換取得資産又は対償取得資産を取得した個人が都市再開発

法第１０４条�清算�又は第１１８条の２４�清算�に規定する差額に相当する金額

の交付を受けることとなったときは、そのなった日において措置法第３３条の

３第２項に規定する旧資産のうち措置法令第２２条の３第４項に規定する部分

につき収用等による譲渡があったものとして措置法第３３条の規定の適用があ

るものとする。

（収用等又は換地処分等があった日）

３３－７ ・・・・・。

�１ ・・・・・

�２ ・・・・・

�３ ・・・・・

�４ 資産について都市再開発法第８６条第２項�権利変換の処分�の規定によ

る権利変換処分があった場合 ・・・・・

２９
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改 正 後

（権利変換による補償金の範囲）

３３－２１ 措置法第３３条第１項第３号の２又は第３号の３に規定する補償金には、

都市再開発法第９１条第１項�補償金等�又は密集市街地における防災街区の

整備の促進に関する法律第２２６条第１項�補償金等�の規定により補償とし

て支払われる利息相当額は含まれるが、都市再開発法第９１条第２項又は密集

市街地における防災街区の整備の促進に関する法律第２２６条第２項の規定に

より支払われる過怠金の額及び都市再開発法第１１８条の１５第１項�譲受け希

望の申出の撤回に伴う対償の支払等�の規定により支払われる利息相当額は

含まれないことに留意する。

�注 都市再開発法第９１条第２項又は密集市街地における防災街区の整備の促

進に関する法律第２２６条第２項の規定により支払われる過怠金の額及び都

市再開発法第１１８条の１５第１項の規定により支払われる利息相当額は雑所

得の総収入金額に算入されることに留意する。

（収用等に伴う課税の特例を受ける権利の範囲）

３３－２２ 措置法第３３条第１項第５号の「当該資産に関して有する所有権以外の

権利が消滅し、補償金又は対価を取得するとき」とは、・・・・・。

（権利変換により新たな権利に変換することがないものの意義）

３３－２３ 措置法第３３条第１項第６号に規定する「都市再開発法に規定する権利

変換により新たな権利に変換をすることのないもの」又は第６号の２に規定

する「密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律に規定する権

利変換により新たな権利に変換をすることのないもの」とは、例えば、地役

権、工作物所有のための地上権又は賃借権をいうのであるから留意する。

改 正 前

（権利変換による補償金の範囲）

３３－２１ 措置法第３３条第１項第３号の２に規定する補償金には、都市再開発法

第９１条第１項�補償金等�の規定により補償として支払われる利息相当額は

含まれるが、同条第２項の規定により支払われる過怠金の額及び同法第１１８

条の１５第１項�譲受け希望の申出の撤回に伴う対償の支払等�の規定により

支払われる利息相当額は含まれないことに留意する。

�注 都市再開発法第９１条第２項の規定により支払われる過怠金の額及び同法

第１１８条の１５第１項の規定により支払われる利息相当額は雑所得の総収入

金額に算入されることに留意する。

（収用等に伴う課税の特例を受ける権利の範囲）

３３－２２ 措置法第３３条第１項第６号の「当該資産に関して有する所有権以外の

権利が消滅し、補償金又は対価を取得するとき」とは、・・・・・。

（権利変換により新たな権利に変換することがないものの意義）

３３－２３ 措置法第３３条第１項第６号の２に規定する「都市再開発法に規定する

権利変換により新たな権利に変換をすることのないもの」とは、例えば、地

役権、工作物所有のための地上権又は賃借権をいうのであるから留意する。

３０
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（土地等の使用に伴う損失の補償金を対価補償金とみなす場合）

３３－２６ ・・・・・、土地収用法等の規定により収用をし又は取壊し若しくは

除去をしなければならなくなった場合において交付を受ける当該資産の対価

又は損失に対する補償金（措置法令第２２条第１９項に規定するものに限る。）

は、・・・・・。

（取壊し又は除去をしなければならない資産の損失に対する補償金）

３３－２８ ・・・・・、当該資産自体について生ずる損失に対する補償金で措置

法令第２２条第１９項第２号に掲げるものの交付を受けるときに限られることに

留意する。

（取壊し等による損失補償金の取扱い）

３３－２８の２ ・・・・・、当該資産の対価又は損失に対する補償金（措置法令

第２２条第１９項に規定するものに限る。）を取得するときは、・・・・・。

（発生資材等の売却代金）

３３－２９ ・・・・・又は伐採立竹木の売却代金の額は、措置法令第２２条第１９項

第２号に規定する補償金の額には該当しないのであるから留意する。

（権利変換により借家権を取得しない場合の補償金）

３３－３１ 第一種市街地再開発事業又は防災街区整備事業の施行地区内の建築物

に借家権を有する個人が都市再開発法又は密集市街地における防災街区の整

備の促進に関する法律の規定による権利変換により借家権を取得しなかった

場合に都市再開発法第９１条第１項又は密集市街地における防災街区の整備の

促進に関する法律第２２６条第１項の規定により支払を受ける補償金で次に掲

げるものは、措置法第３３条第３項第２号の補償金に該当するものとして取り

扱う。この場合には、第一種市街地再開発事業又は防災街区整備事業の施行

（土地等の使用に伴う損失の補償金を対価補償金とみなす場合）

３３－２６ ・・・・・、土地収用法等の規定により収用をし又は取壊し若しくは

除去をしなければならなくなった場合において交付を受ける当該資産の対価

又は損失に対する補償金（措置法令第２２条第１６項に規定するものに限る。）

は、・・・・・。

（取壊し又は除去をしなければならない資産の損失に対する補償金）

３３－２８ ・・・・・、当該資産自体について生ずる損失に対する補償金で措置

法令第２２条第１６項第２号に掲げるものの交付を受けるときに限られることに

留意する。

（取壊し等による損失補償金の取扱い）

３３－２８の２ ・・・・・、当該資産の対価又は損失に対する補償金（措置法令

第２２条第１６項に規定するものに限る。）を取得するときは、・・・・・。

（発生資材等の売却代金）

３３－２９ ・・・・・又は伐採立竹木の売却代金の額は、措置法令第２２条第１６項

第２号に規定する補償金の額には該当しないのであるから留意する。

（権利変換により借家権を取得しない場合の補償金）

３３－３１ 第一種市街地再開発事業の施行地区内の建築物に借家権を有する個人

が都市再開発法の規定による権利変換により借家権を取得しなかった場合に

同法第９１条第１項の規定により支払を受ける補償金で次に掲げるものは、措

置法第３３条第３項第２号の補償金に該当するものとして取り扱う。この場合

には、第一種市街地再開発事業の施行者のその旨を証する書類を当該年分の

確定申告書に添付しなければならないものとする。

３１
―

―



改 正 後

者のその旨を証する書類を当該年分の確定申告書に添付しなければならない

ものとする。

�１ ・・・・・

�２ 密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律第２１２条第３項

�床面積が過少となる防災施設建築物の一部の処理�又は密集市街地にお

ける防災街区の整備の促進に関する法律施行令第４４条の規定により読み替

えられた密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律第２１２条

第３項の規定により権利変換計画において借家権が与えられないように定

められたことにより受ける補償金

�３ 都市再開発法第７１条第３項�権利変換を希望しない旨の申出等�の規定

による申出の理由が措置法令第２２条第１０項各号に掲げる場合に準ずるもの

であることにつき、第一種市街地再開発事業の施行者が審査委員の過半数

の同意を得又は市街地再開発審査会の議決を経てこれに該当するものと認

めた場合に受ける補償金

�４ 密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律第２０３条第３項

�権利変換を希望しない旨の申出等�の規定による申出の理由が措置法令

第２２条第１３項各号に掲げる場合に準ずるものであることにつき、防災街区

整備事業の施行者が審査委員の過半数の同意を得又は防災街区整備審査会

の議決を経てこれに該当するものと認めた場合に受ける補償金

（経費補償金等の課税延期）

３３－３３ ・・・・・、収用等のあった日の属する年の翌年１月１日から収用等

のあった日以後２年（地下鉄工事のためいったん建物を取り壊し、工事完成

後従前の場所に建築する場合等措置法令第２２条第１６項各号�代替資産の取得

期限の特例�に掲げる場合に該当するときは、当該各号に掲げる期間）を経

改 正 前

�１ ・・・・・

�２ 都市再開発法第７１条第３項�権利変換を希望しない旨の申出等�の規定

による申出の理由が措置法令第２２条第１０項各号に掲げる場合に準ずるもの

であることにつき、第一種市街地再開発事業の施行者が審査委員の過半数

の同意を得又は市街地再開発審査会の議決を経てこれに該当するものと認

めた場合に受ける補償金

（経費補償金等の課税延期）

３３－３３ ・・・・・、収用等のあった日の属する年の翌年１月１日から収用等

のあった日以後２年（地下鉄工事のためいったん建物を取り壊し、工事完成

後従前の場所に建築する場合等措置法令第２２条第１３項各号�代替資産の取得

期限の特例�に掲げる場合に該当するときは、当該各号に掲げる期間）を経

３２
―

―



過する日までに交付の目的に従って支出することが確実と認められる部分の

金額については、・・・・・。

（収用証明書の区分一覧表）

３３－５０ 措置法規則第１４条第５項�収用証明書�に規定する書類の内容を一覧

表で示すと別表２のとおりである。

（代行買収の要件）

３３－５１ 措置法規則第１４条第５項第２号から第４号の３まで又は第４号の５か

ら第５号まで�収用証明書�の規定により、・・・・・。

�１ ・・・・・。

�注 ・・・・・。

�２ ・・・・・。

�３ ・・・・・。

�４ ・・・・・。

（事業施行者以外の者が支払う漁業補償等）

３３－５１の２ ・・・・・又は対価が措置法規則第１４条第５項第８号に規定する

補償金又は対価に該当するかどうかは、・・・・・。

�１ ・・・・・。

�２ ・・・・・。

（証明の対象となる資産の範囲）

３３－５２ 措置法規則第１４条第５項第３号の規定を適用する場合において、・・

・・・。

（関連事業に係る収用証明書の記載事項）

過する日までに交付の目的に従って支出することが確実と認められる部分の

金額については、・・・・・。

（収用証明書の区分一覧表）

３３－５０ 措置法規則第１４条第７項�収用証明書�に規定する書類の内容を一覧

表で示すと別表２のとおりである。

（代行買収の要件）

３３－５１ 措置法規則第１４条第７項第２号から第４号の３まで又は第４号の５か

ら第５号まで�収用証明書�の規定により、・・・・・。

�１ ・・・・・。

�注 ・・・・・。

�２ ・・・・・。

�３ ・・・・・。

�４ ・・・・・。

（事業施行者以外の者が支払う漁業補償等）

３３－５１の２ ・・・・・又は対価が措置法規則第１４条第７項第８号に規定する

補償金又は対価に該当するかどうかは、・・・・・。

�１ ・・・・・。

�２ ・・・・・。

（証明の対象となる資産の範囲）

３３－５２ 措置法規則第１４条第７項第３号の規定を適用する場合において、・・

・・・。

（関連事業に係る収用証明書の記載事項）

３３
―

―



改 正 後

３３－５３ ・・・・・、収用等を行うことについて正当な権限を有する者（以下

この項において「収用権者」という。）によって行われたものであることを

一覧的に示した収用証明書（措置法規則第１４条第５項に規定する書類をいう。

以下この項において同じ。）を添付することを要件として適用されるのであ

るから、・・・・・。

措置法第３３条の４�収用交換等の場合の譲渡所得等の特別控除
関係

（「許可を要しないこととなった場合」等の意義）

３３の４－２の２ ・・・・・。

�１ ・・・・・

�２ 農地法施行規則第７条第１４号�許可の例外�に掲げる都道府県以外の地

方公共団体、独立行政法人都市再生機構、地方住宅供給公社、土地開発公

社、独立行政法人中小企業基盤整備機構又は同規則第５条第２０号の規定に

より農林水産大臣が指定する法人（以下この項において「指定法人」とい

う。）が当該農地等を買い取る場合において、・・・・・

（代行買収における証明書の発行者）

３３の４－８ 措置法規則第１４条第５項第２号から第４号の３まで、第４号の５

から第５号まで、第８号又は第１１号�収用証明書�の規定により、・・・・

・、当該資産の買取り等の申出又は買取り等をした代行買収者が発行するの

であるが、同規則第１４条第５項第２号から第４号の３まで、第４号の５から

第５号まで、第８号又は第１１号に掲げる証明書は、・・・・・。

改 正 前

３３－５３ ・・・・・、収用等を行うことについて正当な権限を有する者（以下

この項において「収用権者」という。）によって行われたものであることを

一覧的に示した収用証明書（措置法規則第１４条第７項に規定する書類をいう。

以下この項において同じ。）を添付することを要件として適用されるのであ

るから、・・・・・。

措置法第３３条の４�収用交換等の場合の譲渡所得等の特別控除
関係

（「許可を要しないこととなった場合」等の意義）

３３の４－２の２ ・・・・・。

�１ ・・・・・

�２ 農地法施行規則第７条第１４号�許可の例外�に掲げる都道府県以外の地

方公共団体、都市基盤整備公団、地方住宅供給公社、土地開発公社、地域

振興整備公団又は同規則第５条第２０号の規定により農林水産大臣が指定す

る法人（以下この項において「指定法人」という。）が当該農地等を買い

取る場合において、・・・・・

（代行買収における証明書の発行者）

３３の４－８ 措置法規則第１４条第７項第２号から第４号の３まで、第４号の５

から第５号まで、第８号又は第１１号�収用証明書�の規定により、・・・・

・、当該資産の買取り等の申出又は買取り等をした代行買収者が発行するの

であるが、同規則第１４条第７項第２号から第４号の３まで、第４号の５から

第５号まで、第８号又は第１１号に掲げる証明書は、・・・・・。

３４
―

―



措置法第３３条の５�収用交換等に伴い代替資産を取得した場合

の更正の請求、修正申告等
関係

（代替資産を取得した場合の修正申告書の提出期限等）

３３の５－１ ・・・・・、当該資産の取得価額が同項に規定する取得価額の見

積額（以下この項において「見積額」という。）に満たないときは、当該資

産を取得した日から４か月以内に当該満たない額に対応する所得税について

の修正申告書を提出しなければならないのであるが、・・・・・。

また、同項に規定する期間内に代替資産を取得した場合において、当該資

産の取得価額が見積額を超えるときは、当該資産を取得した日から４か月以

内に当該超える額に対応する所得税についての更正の請求をすることができ

るのであるが、・・・・・。

措置法第３４条�特定土地区画整理事業等のために土地等を譲渡

した場合の譲渡所得の特別控除
関係

（特定土地区画整理事業の施行者と買取りをする者の関係）

３４－１ ・・・・・。

�１ 同号に規定する事業の施行者は、国、地方公共団体、独立行政法人都市

再生機構又は地方住宅供給公社に限られ、・・・・・。

�２ 同号に規定する事業の用に供される土地等の買取りをする者には、国、

地方公共団体、独立行政法人都市再生機構又は地方住宅供給公社のほか、

・・・・・。

�３ ・・・・・。

（宅地の造成を主たる目的とするものかどうかの判定）

措置法第３３条の５�収用交換等に伴い代替資産を取得した場合

の更正の請求、修正申告等
関係

（代替資産を取得した場合の修正申告書の提出期限等）

３３の５－１ ・・・・・、当該資産の取得価額が同項に規定する税務署長の承

認を受けた取得価額の見積額（以下この項において「見積承認額」という。）

に満たないときは、当該資産を取得した日から４か月以内に当該満たない額

に対応する所得税についての修正申告書を提出しなければならないのである

が、・・・・・。

また、同項に規定する期間内に代替資産を取得した場合において、当該資

産の取得価額が見積承認額を超えるときは、当該資産を取得した日から４か

月以内に当該超える額に対応する所得税についての更正の請求をすることが

できるのであるが、・・・・・。

措置法第３４条�特定土地区画整理事業等のために土地等を譲渡

した場合の譲渡所得の特別控除
関係

（特定土地区画整理事業の施行者と買取りをする者の関係）

３４－１ ・・・・・。

�１ 同号に規定する事業の施行者は、国、地方公共団体、都市基盤整備公団、

地方住宅供給公社又は地域振興整備公団に限られ、・・・・・。

�２ 同号に規定する事業の用に供される土地等の買取りをする者には、国、

地方公共団体、都市基盤整備公団、地方住宅供給公社又は地域振興整備公

団のほか、・・・・・。

�３ ・・・・・。

（宅地の造成を主たる目的とするものかどうかの判定）

３５
―

―



改 正 後

３４－１の２ 措置法令第２２条の７に規定する地方公共団体が財産を提供して設

立した団体（当該地方公共団体とともに国、地方公共団体及び独立行政法人

都市再生機構以外の者が財産を提供して設立した団体を除く。）で、・・・

・・。

（代行買収の要件）

３４－２ ・・・・・。

�１ ・・・・・又は権利変換後の換地取得資産（措置法令第２２条の３第１項

�換地処分等に伴い資産を取得した場合の課税の特例�に規定する換地取

得資産をいう。以下３９－３において同じ。）又は変換取得資産若しくは防

災変換取得資産は、最終的に同号に掲げる事業の施行者に帰属するもので

あること。

�２ ・・・・・。

�３ ・・・・・。

措置法第３４条の２�特定住宅地造成事業等のために土地等を譲

渡した場合の譲渡所得の特別控除
関係

（優先分譲宅地等がある場合の適用関係）

３４の２－１１ 一団の宅地の造成又は住宅の建設に関する事業（以下３４の２－１７

までにおいて「宅地造成等事業」という。）により造成する宅地又は建設す

る住宅のなかに優先分譲宅地又は優先分譲住宅がある場合には、・・・・・。

（措置法第３１条の２との適用関係）

３４の２－１７ その年中に措置法第３４条の２第２項に規定する特定住宅地造成事

改 正 前

３４－１の２ 措置法令第２２条の７に規定する地方公共団体が財産を提供して設

立した団体（当該地方公共団体とともに国、地方公共団体及び都市基盤整備

公団以外の者が財産を提供して設立した団体を除く。）で、・・・・・。

（代行買収の要件）

３４－２ ・・・・・。

�１ ・・・・・又は権利変換後の換地取得資産（措置法令第２２条の３第１項

�換地処分等に伴い資産を取得した場合の課税の特例�に規定する換地取

得資産をいう。以下３９－３において同じ。）又は変換取得資産は、最終的

に同号に掲げる事業の施行者に帰属するものであること。

�２ ・・・・・。

�３ ・・・・・。

措置法第３４条の２�特定住宅地造成事業等のために土地等を譲

渡した場合の譲渡所得の特別控除
関係

（優先分譲宅地等がある場合の適用関係）

３４の２－１１ 一団の宅地の造成又は住宅の建設に関する事業（以下３４の２－１８

までにおいて「宅地造成等事業」という。）により造成する宅地又は建設す

る住宅のなかに優先分譲宅地又は優先分譲住宅がある場合には、・・・・・。

（措置法第３１条の２との適用関係）

３４の２－１７ その年中に措置法第３４条の２第２項に規定する特定住宅地造成事

３６
―

―



業等のために買い取られる場合に該当することとなった土地等の譲渡につき

同条第１項の規定を適用する場合には、措置法第３１条の２第１項�優良住宅

地の造成等のために土地等を譲渡した場合の長期譲渡所得の課税の特例�

（同条第３項において準用する場合を含む。以下同じ。）の規定の適用はない

ことに留意する。

（削 除）

（特例の適用対象となる「特定商業集積を構成する施設を設置する事業」の範

囲）

３４の２－２２ ・・・・・。

業等のために買い取られる場合に該当することとなった土地等が２以上ある

場合には、その全部の土地等の譲渡に対して同条第１項の規定を適用するこ

ととなるのであるが、当該土地等のうちに措置法第３４条の２第２項第３号に

掲げる場合に該当するものとそれ以外のものとがある場合において、同号に

掲げる場合に該当する土地等の全部又は一部につき措置法第３１条の２第１項

�優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場合の長期譲渡所得の課税

の特例�（同条第３項において準用する場合を含む。以下同じ。）の規定の適

用を受けるときは、当該特定住宅地造成事業等のために買い取られた土地等

のうち措置法第３４条の２第２項第３号に掲げる場合に該当するもの以外のも

のの譲渡についてのみ措置法第３４条の２第１項の規定を適用することができ

ることに留意する。

�注 上記の場合において、措置法第３１条の２第１項の規定の適用を受ける土

地等の譲渡については、課税長期譲渡所得金額の計算上、措置法第３１条第

４項に規定する長期譲渡所得の特別控除額を控除することができることに

留意する。

（２以上の年に譲渡している場合の措置法第３１条の２との適用関係）

３４の２－１８ 措置法第３４条の２第２項第３号の規定に該当する一の宅地造成等

事業のために２以上の年にわたって土地等を譲渡している場合においては、

最初の年の譲渡について措置法第３４条の２第１項の規定の適用を受けている

場合であっても、最初の年の譲渡以外の譲渡については、当該譲渡が措置法

第３１条の２第２項各号に掲げる譲渡に該当するときは措置法第３１条の２第１

項の規定の適用を受けることができることに留意する。

（特例の適用対象となる「特定商業集積を構成する施設を設置する事業」の範

囲）

３４の２－２２ ・・・・・。

３７
―

―



改 正 後

�１ ・・・・・。

�２ ・・・・・、当該事業の全部又は当該事業のうちいずれか一の事業が独

立行政法人中小企業基盤整備機構法第１５条第１項第３号又は第４号に掲げ

る業務（同項第３号ロ又はハに掲げる事業又は業務に係るものに限る。）

に係る資金の貸付けを受けて行われるものであるかどうかにより判定する

こと。

措置法第３５条�居住用財産の譲渡所得の特別控除
関係

（固定資産の交換の特例等との関係）

３５－１ ・・・・・、第３７条の７�大規模な住宅地等造成事業の施行区域内に

ある土地等の造成のための交換等の場合の譲渡所得の課税の特例�、第３７条

の９の２�認定事業用地適正化計画の事業用地の区域内にある土地等の交換

等の場合の譲渡所得の課税の特例�若しくは第３７条の９の３�承継業務の事

業計画の施行区域内にある土地等の交換の場合の譲渡所得の課税の特例�の

規定の適用を受ける場合には、当該譲渡については同項の規定の適用はない

が、・・・・・。

�注１ ・・・・・。

２ ・・・・・。

（居住用家屋の所有者と土地の所有者が異なる場合の特別控除の取扱い）

３５－４ ・・・・・。

�１ ・・・・・。

�２ ・・・・・。

�３ ・・・・・。

改 正 前

�１ ・・・・・。

�２ ・・・・・、当該事業の全部又は当該事業のうちいずれか一の事業が中

小企業総合事業団法第２１条第１項第２号又は第３号に掲げる業務（同項第

２号イ又はハに掲げる事業又は業務に係るものに限る。）に係る資金の貸

付けを受けて行われるものであるかどうかにより判定すること。

措置法第３５条�居住用財産の譲渡所得の特別控除
関係

（固定資産の交換の特例等との関係）

３５－１ ・・・・・、第３７条の７�大規模な住宅地等造成事業の施行区域内に

ある土地等の造成のための交換等の場合の譲渡所得の課税の特例�若しくは

第３７条の９の２�認定事業用地適正化計画の事業用地の区域内にある土地等

の交換等の場合の譲渡所得の課税の特例�の規定の適用を受ける場合には、

当該譲渡については同項の規定の適用はないが、・・・・・。

�注１ ・・・・・。

２ ・・・・・。

（居住用家屋の所有者と土地の所有者が異なる場合の特別控除の取扱い）

３５－４ ・・・・・。

�１ ・・・・・。

�２ ・・・・・。

�３ ・・・・・。

３８
―
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�注１ ・・・・・。

２ ・・・・・。

３ ・・・・・、当該家屋の所有者に係る当該家屋の譲渡について措置

法第４１条の５第１項又は第４１条の５の２第１項の規定の適用を受ける

ことはできない。

措置法第３６条�譲渡所得の特別控除額の特例
関係

（譲渡所得の特別控除額の累積限度額）

３６－１ ・・・・・、特定住宅地造成事業等のために土地等を譲渡した場合の

１，５００万円控除の特例（措置法３４の２）又は農地保有の合理化等のために農

地等を譲渡した場合の８００万円控除の特例（措置法３４の３）の規定の２以上

の特別控除の規定の適用を受ける場合において、・・・・・。

�注１ ・・・・・。

２ ・・・・・。

３ ・・・・・、当該家屋の所有者に係る措置法第４１条の５第３項第１

号に規定する居住用財産の譲渡損失の金額について同条第１項の規定

の適用を受けることはできない。

措置法第３６条�譲渡所得の特別控除額の特例等
関係

（譲渡所得の特別控除額の累積限度額）

３６－１ ・・・・・、特定住宅地造成事業等のために土地等を譲渡した場合の

１，５００万円控除の特例（措置法３４の２）、農地保有の合理化等のために農地等

を譲渡した場合の８００万円控除の特例（措置法３４の３）又は長期譲渡所得の

１００万円控除（措置法３１）の規定の２以上の特別控除の規定の適用を受ける

場合において、・・・・・。

所得の区分
控除の区分

分離短期
譲渡所得

総合短期
譲渡所得

総合長期
譲渡所得

山林所得
分離長期
譲渡所得

収用交換等の場合の５，０００万
円控除

◯１ ◯２ ◯３ ◯４ ◯５

居住用財産を譲渡した場合の
３，０００万円控除

◯６ ― ― ― ◯７

特定土地区画整理事業等の場
合の２，０００万円控除

◯８ ― ― ― ◯９

特定住宅地造成事業等の場合
の１，５００万円控除

◯１０ ― ― ― ◯１１

農地保有合理化等の場合の８００
万円控除

◯１２ ― ― ― ◯１３

長期譲渡所得の１００万円控除 ― ― ― ― ◯１４

所得の区分
控除の区分

分離短期
譲渡所得

総合短期
譲渡所得

総合長期
譲渡所得

山林所得
分離長期
譲渡所得

収用交換等の場合の５，０００万
円控除

◯１ ◯２ ◯３ ◯４ ◯５

居住用財産を譲渡した場合の
３，０００万円控除

◯６ ― ― ― ◯７

特定土地区画整理事業等の場
合の２，０００万円控除

◯８ ― ― ― ◯９

特定住宅地造成事業等の場合
の１，５００万円控除

◯１０ ― ― ― ◯１１

農地保有合理化等の場合の８００
万円控除

◯１２ ― ― ― ◯１３

３９
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改 正 後

措置法第３６条の２�相続等により取得した居住用財産の買換え

の場合の長期譲渡所得の課税の特例
関係

（措置法第３６条の２第１項第３号に掲げる資産）

３６の２－１ ・・・・・その年の１月１日において所有期間（措置法第３１条第

２項に規定する所有期間をいう。以下３６の２－２５までにおいて同じ。）が１０

年を超えるもの（当該個人の父若しくは母又は祖父若しくは祖母（以下３６の

２－２７までにおいて「父等」という。）が居住の用に供していた家屋又は土

地等で・・・・・。

�注１ ・・・・・。

２ ・・・・・。

（相続又は遺贈により取得したものとされる建替え後の家屋等の取得時期）

３６の２－６ ・・・・・、当該建替え後の家屋及び当該取得した土地の上に存

する権利について、措置法第３１条第２項に規定する所有期間を判定する場合

における同項に規定する「その取得をした日」は、・・・・・。

�注 ・・・・・。

（居住用家屋の所有者とその敷地の所有者が異なる場合の取扱い）

３６の２－２５ ・・・・・。

�１ ・・・・・。

イ ・・・・・。

ロ ・・・・・。

ハ ・・・・・。

�２ ・・・・・。

改 正 前

措置法第３６条の２�相続等により取得した居住用財産の買換え

の場合の長期譲渡所得の課税の特例
関係

（措置法第３６条の２第１項第３号に掲げる資産）

３６の２－１ ・・・・・その年の１月１日において所有期間（措置法第３１条第

３項に規定する所有期間をいう。以下３６の２－２５までにおいて同じ。）が１０

年を超えるもの（当該個人の父若しくは母又は祖父若しくは祖母（以下３６の

２－２７までにおいて「父等」という。）が居住の用に供していた家屋又は土

地等で・・・・・。

�注１ ・・・・・。

２ ・・・・・。

（相続又は遺贈により取得したものとされる建替え後の家屋等の取得時期）

３６の２－６ ・・・・・、当該建替え後の家屋及び当該取得した土地の上に存

する権利について、措置法第３１条第３項に規定する所有期間を判定する場合

における同項に規定する「その取得をした日」は、・・・・・。

�注 ・・・・・。

（居住用家屋の所有者とその敷地の所有者が異なる場合の取扱い）

３６の２－２５ ・・・・・。

�１ ・・・・・。

イ ・・・・・。

ロ ・・・・・。

ハ ・・・・・。

�２ ・・・・・。

４０
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イ ・・・・・。

ロ ・・・・・。

ハ ・・・・・。

ニ ・・・・・。

�３ ・・・・・。

�注１ ・・・・・。

２ ・・・・・、譲渡家屋の所有者に係る当該家屋の譲渡について措置

法第４１条の５第１項又は第４１条の５の２第１項の規定の適用を受ける

ことはできない。

（特例の対象となる譲渡資産であることについての証明）

３６の２－２７ ・・・・・、当該資産が同項に規定する資産に該当するものであ

ることについて、措置法規則第１８条の３第２項に規定する登記簿の謄本等、

当該譲渡をした者の住民票の写し等及び・・・・・。

�注 ・・・・・。

１ ・・・・・

２ ・・・・・

３ ・・・・・

（居住用財産を譲渡した場合の長期譲渡所得の課税の特例に関する取扱い等の

準用）

３６の２－２８ ・・・・・。この場合において、３１の３－１７中「譲渡（措置法第

３３条の３第３項に規定する相続、遺贈又は贈与を含む。）した場合」とある

のは「譲渡した場合」と「譲渡（措置法第３３条の３第５項に規定する相続、

遺贈又は贈与を含む。）した場合」とあるのは「譲渡した場合」と「譲渡

（措置法第３３条の３第７項に規定する相続、遺贈又は贈与を含む。）した場合」

とあるのは「譲渡した場合」とそれぞれ読み替えるものとする。

イ ・・・・・。

ロ ・・・・・。

ハ ・・・・・。

ニ ・・・・・。

�３ ・・・・・。

�注１ ・・・・・。

２ ・・・・・、譲渡家屋の所有者に係る措置法第４１条の５第３項第１

号に規定する居住用財産の譲渡損失の金額について同条第１項の規定

の適用を受けることはできない。

（特例の対象となる譲渡資産であることについての証明）

３６の２－２７ ・・・・・、当該資産が同項に規定する資産に該当するものであ

ることについて、措置法規則第１８条の３第３項に規定する登記簿の謄本等、

当該譲渡をした者の住民票の写し等及び・・・・・。

�注 ・・・・・。

１ ・・・・・

２ ・・・・・

３ ・・・・・

（居住用財産を譲渡した場合の長期譲渡所得の課税の特例に関する取扱い等の

準用）

３６の２－２８ ・・・・・。この場合において、３１の３－１７中「譲渡（措置法第

３３条の３第３項に規定する相続、遺贈又は贈与を含む。以下この項において

同じ。）した場合」とあるのは「譲渡した場合」と読み替えるものとする。

４１
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改 正 後

措置法第３６条の３�相続等により取得した居住用財産の買換え

の場合の更正の請求、修正申告等
関係

（修正申告書の提出期限）

３６の３－１ ・・・・・。

�１ その者が当該譲渡の日の属する年の翌年中に買換資産の取得をしていな

い場合において納付すべきこととなる買換資産の取得価額の見積額（以下

この項において「見積額」という。）に対応する所得税の額 ・・・・・

�２ その者が当該譲渡の日の属する年の翌年中に買換資産を取得し、かつ、

その取得価額が見積額に満たない場合において納付すべきこととなる当該

取得価額と見積額との差額に対応する所得税の額 ・・・・・

�３ ・・・・・

措置法第３６条の６�特定の居住用財産の買換え及び交換の場合

の長期譲渡所得の課税の特例
関係

（措置法第３６条の６第１項第３号に掲げる資産）

３６の６－１ ・・・・・その年の１月１日において所有期間（措置法第３１条第

２項に規定する所有期間をいう。以下３６の６－１０までにおいて同じ。）が１０

年を超えるものを譲渡した場合の当該家屋及び敷地の用に供されている土地

等をいうのであるから留意する。

�注１ ・・・・・。

改 正 前

措置法第３６条の３�相続等により取得した居住用財産の買換え

の場合の更正の請求、修正申告等
関係

（修正申告書の提出期限）

３６の３－１ ・・・・・。

�１ その者が当該譲渡の日の属する年の翌年中に見積承認（措置法第３６条の

２第２項に規定する納税地の所轄税務署長の承認をいう。以下この項にお

いて同じ。）に係る買換資産の取得をしていない場合において納付すべき

こととなる見積承認を受けた取得価額の見積額（以下この項において「見

積承認額」という。）に対応する所得税の額 ・・・・・

�２ その者が当該譲渡の日の属する年の翌年中に見積承認に係る買換資産を

取得し、かつ、その取得価額が見積承認額に満たない場合において納付す

べきこととなる当該取得価額と見積承認額との差額に対応する所得税の額

・・・・・

�３ ・・・・・

措置法第３６条の６�特定の居住用財産の買換え及び交換の場合

の長期譲渡所得の課税の特例
関係

（措置法第３６条の６第１項第３号に掲げる資産）

３６の６－１ ・・・・・その年の１月１日において所有期間（措置法第３１条第

３項に規定する所有期間をいう。以下３６の６－１０までにおいて同じ。）が１０

年を超えるものを譲渡した場合の当該家屋及び敷地の用に供されている土地

等をいうのであるから留意する。

�注１ ・・・・・。

４２
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２ ・・・・・。

（特例の対象となる譲渡資産であることについての証明）

３６の６－１１ ・・・・・、当該資産が同項に規定する資産に該当するものであ

ることについて、措置法規則第１８条の４第２項に規定する登記簿の謄本等、

住民票の写し等（以下この項において「公的書類」という。）では証明する

ことができない場合（戸籍の附票の消除や家屋が未登記である等の事由によ

り公的書類の交付を受けることができない場合を含む。）には、・・・・・。

�注 ・・・・・。

１ ・・・・・

２ ・・・・・

（居住用財産を譲渡した場合の長期譲渡所得の課税の特例に関する取扱い等の

準用）

３６の６－１２ ・・・・・。この場合において、３１の３－１７中「譲渡（措置法第

３３条の３第３項に規定する相続、遺贈又は贈与を含む。）した場合」とある

のは「譲渡した場合」と「譲渡（措置法第３３条の３第５項に規定する相続、

遺贈又は贈与を含む。）した場合」とあるのは「譲渡した場合」と「譲渡

（措置法第３３条の３第７項に規定する相続、遺贈又は贈与を含む。）した場合」

とあるのは「譲渡した場合」とそれぞれ読み替えるものとする。

措置法第３７条�特定の事業用資産の買換えの場合の譲渡所得の

課税の特例
関係

（買換資産が２以上ある場合の面積制限の適用）

３７－１０ ・・・・・、これらの買換資産として取得した土地等の合計面積が譲

渡資産である土地等の面積に措置法令第２５条第２１項に規定する倍率を乗じて

２ ・・・・・。

（特例の対象となる譲渡資産であることについての証明）

３６の６－１１ ・・・・・、当該資産が同項に規定する資産に該当するものであ

ることについて、措置法規則第１８条の４第３項に規定する登記簿の謄本等、

住民票の写し等（以下この項において「公的書類」という。）では証明する

ことができない場合（戸籍の附票の消除や家屋が未登記である等の事由によ

り公的書類の交付を受けることができない場合を含む。）には、・・・・・。

�注 ・・・・・。

１ ・・・・・

２ ・・・・・

（居住用財産を譲渡した場合の長期譲渡所得の課税の特例に関する取扱い等の

準用）

３６の６－１２ ・・・・・。この場合において、３１の３－１７中「譲渡（措置法第

３３条の３第３項に規定する相続、遺贈又は贈与を含む。以下この項において

同じ。）した場合」とあるのは「譲渡した場合」と読み替えるものとする。

措置法第３７条�特定の事業用資産の買換えの場合の譲渡所得の

課税の特例
関係

（買換資産が２以上ある場合の面積制限の適用）

３７－１０ ・・・・・、これらの買換資産として取得した土地等の合計面積が譲

渡資産である土地等の面積に措置法令第２５条第２０項に規定する倍率を乗じて

４３
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―



改 正 後

計算した面積に相当する面積を超える場合には、・・・・・。

譲渡資産である土地等の面積に措置法令第２５条第２１項
に規定する倍率を乗じて計算した面積に相当する面積

買換資産として取得した土地等の合計面積

（譲渡対価を区分した場合の面積制限の適用）

３７－１１ ・・・・・、その買換資産となる土地等の面積は、納税者が措置法令

第２５条第２８項又は第２９項の規定により、・・・・・、当該譲渡した土地等の

面積にいずれか一の号の譲渡資産の譲渡収入金額が当該土地等の譲渡収入金

額の合計に占める割合を乗じ、さらに措置法令第２５条第２１項に規定する倍率

を乗じて計算した面積に相当する面積を限度とすることに留意する。

（面積制限の異なる買換資産がある場合）

３７－１１の２ 措置法第３７条第１項の表の第５号に規定する買換資産のうちに措

置法令第２５条第２１項に規定する３０倍又は１０倍の面積制限に係る土地等と５倍

の面積制限に係る土地等とがある場合には、・・・・・。

（所有期間が１０年を超える土地等についての買換えの適用）

３７－１１の１２ ・・・・・、その譲渡の日の属する年の１月１日において所有期

間（措置法第３１条第２項に規定する所有期間をいう。以下この項において同

じ。）が１０年を超えるものに限ることとされているため、・・・・・。

（譲渡資産又は買換資産が２以上ある場合の買換え）

３７－１９ ・・・・・、当該譲渡資産又は買換資産のうち納税者が同条第６項の

規定により同条第１項（同条第３項又は第４項において準用する場合を含む。）

改 正 前

計算した面積に相当する面積を超える場合には、・・・・・。

譲渡資産である土地等の面積に措置法令第２５条第２０項
に規定する倍率を乗じて計算した面積に相当する面積

買換資産として取得した土地等の合計面積

（譲渡対価を区分した場合の面積制限の適用）

３７－１１ ・・・・・、その買換資産となる土地等の面積は、納税者が措置法令

第２５条第２７項又は第２８項の規定により、・・・・・、当該譲渡した土地等の

面積にいずれか一の号の譲渡資産の譲渡収入金額が当該土地等の譲渡収入金

額の合計に占める割合を乗じ、さらに措置法令第２５条第２０項に規定する倍率

を乗じて計算した面積に相当する面積を限度とすることに留意する。

（面積制限の異なる買換資産がある場合）

３７－１１の２ 措置法第３７条第１項の表の第５号に規定する買換資産のうちに措

置法令第２５条第２０項に規定する３０倍又は１０倍の面積制限に係る土地等と５倍

の面積制限に係る土地等とがある場合には、・・・・・。

（所有期間が１０年を超える土地等についての買換えの適用）

３７－１１の１２ ・・・・・、その譲渡の日の属する年の１月１日において所有期

間（措置法第３１条第３項に規定する所有期間をいう。以下この項において同

じ。）が１０年を超えるものに限ることとされているため、・・・・・。

（譲渡資産又は買換資産が２以上ある場合の買換え）

３７－１９ ・・・・・、当該譲渡資産又は買換資産のうち納税者が同条第７項の

規定により同条第１項（同条第３項又は第４項において準用する場合を含む。）

４４
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の規定の適用を受ける旨の申告をした譲渡資産又は買換資産について同項の

規定を適用する。

�注 ・・・・・。

（譲渡がなかったものとされる部分の金額等の計算）

３７－１９の２ ・・・・・。

�注１ ・・・・・、同項の規定により「譲渡がなかったもの」とされる部分

の金額又は「譲渡があったもの」とされる部分の金額の計算は、納税者

が措置法令第２５条第２８項又は第２９項の規定により、・・・・・。

２ ・・・・・。

（仮換地等の指定後において取得した土地等の事業用の判定等）

３７－２１の３ ・・・・・。

�１ ・・・・・。

�２ 同条第２項に規定する買換資産の面積が譲渡資産である土地等の面積に

措置法令第２５条第２１項に規定する倍率を乗じた面積を超えるかどうかは、

・・・・・。

（権利変換により取得した施設建築物等の一部を取得する権利等の譲渡）

３７－２１の４ 次に掲げる事業の施行地区内に、措置法第３７条第１項に規定する

事業の用に供している資産を有している者が、それぞれに掲げるところによ

り措置法第３３条の３の規定による旧資産、防災旧資産又は変換前資産の譲渡

があったものとみなされるときは、当該旧資産、防災旧資産又は変換前資産

は当該事業の用に供している資産に該当するものとして、措置法第３７条第１

項（同条第３項及び第４項において準用する場合を含む。）の規定を適用す

ることができるものとする。

�１ 都市再開発法による市街地再開発事業に係る権利変換又は収用若しくは

の規定の適用を受ける旨の申告をした譲渡資産又は買換資産について同項の

規定を適用する。

�注 ・・・・・。

（譲渡がなかったものとされる部分の金額等の計算）

３７－１９の２ ・・・・・。

�注１ ・・・・・、同項の規定により「譲渡がなかったもの」とされる部分

の金額又は「譲渡があったもの」とされる部分の金額の計算は、納税者

が措置法令第２５条第２７項又は第２８項の規定により、・・・・・。

２ ・・・・・。

（仮換地等の指定後において取得した土地等の事業用の判定等）

３７－２１の３ ・・・・・。

�１ ・・・・・。

�２ 同条第２項に規定する買換資産の面積が譲渡資産である土地等の面積に

措置法令第２５条第２０項に規定する倍率を乗じた面積を超えるかどうかは、

・・・・・。

（権利変換により取得した施設建築物の一部を取得する権利等の譲渡）

３７－２１の４ 都市再開発法による市街地再開発事業の施行地区内に、措置法第

３７条第１項に規定する事業の用に供している資産を有している者が、当該事

業に係る権利変換又は収用若しくは買取りに伴い取得した施設建築物の一部

を取得する権利又は建築施設の部分の給付を受ける権利の譲渡をした場合又

は建築施設の部分につき都市再開発法第１１８条の５第１項に規定する譲受け

希望の申出を撤回した場合（同法第１１８条の１２第１項又は第１１８条の１９第１項

の規定により譲受けの申出を撤回したものとみなされる場合を含む。）にお

いて、措置法第３３条の３第３項の規定による旧資産の譲渡があったものとみ

４５
―

―



改 正 後

買取りに伴い取得した施設建築物の一部を取得する権利（当該権利ととも

に取得した施設建築敷地若しくはその共有持分又は地上権の共有持分を含

む。）又は建築施設の部分の給付を受ける権利を譲渡した場合又は建築施

設の部分につき都市再開発法第１１８条の５第１項�譲受け希望の申出等の

撤回�に規定する譲受け希望の申出を撤回した場合（同法第１１８条の１２第

１項�仮登記等に係る権利の消滅について同意が得られない場合における

譲受け希望の申出の撤回�又は第１１８条の１９第１項�譲受け希望の申出を

撤回したものとみなす場合�の規定により、譲受けの申出を撤回したもの

とみなされる場合を含む。）において、措置法第３３条の３第３項の規定に

よる旧資産の譲渡があったものとみなされる場合

�２ 密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律による防災街区

整備事業に係る権利変換に伴い取得した防災施設建築物の一部を取得する

権利（当該権利とともに取得した防災施設建築敷地若しくはその共有持分

又は地上権の共有持分を含む。）を譲渡した場合において、措置法第３３条

の３第５項の規定による防災旧資産の譲渡があったものとみなされる場合

�３ マンションの建替えの円滑化等に関する法律によるマンション建替事業

に係る権利変換に伴い取得した施行再建マンションに関する権利を取得す

る権利（当該権利とともに取得した施行再建マンションに係る敷地利用権

を含む。）を譲渡した場合において、措置法第３３条の３第７項の規定によ

る変換前資産の譲渡があったものとみなされる場合

なお、この場合において、当該旧資産、防災旧資産又は変換前資産の所有

期間は、当該旧資産、防災旧資産又は変換前資産の譲渡があったものとみな

される日の属する年の１月１日における所有期間となるのであるから留意す

る。

改 正 前

なされるときは、当該旧資産は当該事業の用に供している資産に該当するも

のとして、措置法第３７条第１項（同条第３項及び第４項において準用する場

合を含む。）の規定を適用することができるものとする。当該権利とともに

取得した施設建築敷地若しくはその共有持分又は地上権の共有持分を当該権

利とともに譲渡した場合も、また同様とする。

４６
―

―



（廃 止）

（譲渡の日の属する年の前年において取得した資産の買換えの適用）

３７－２６ ・・・・・。

（長期先行取得が認められるやむを得ない事情）

３７－２６の２ 買換資産の取得につき措置法第３７条第３項の規定を適用する場合

における措置法令第２５条第２２項に定める「その他これに準ずる事情がある場

合」には、・・・・・。

�１ ・・・・・。

�２ ・・・・・。

�３ ・・・・・。

（特別償却等を実施した先行取得資産の取扱い）

３７－２６の３ ・・・・・。

（譲渡資産の一部について買換えの特例の適用を受ける場合の長期譲渡所得の

特別控除）

３７－２６ 措置法第３７条第６項に規定する「第１項の資産の譲渡」とは、同条第

７項の規定により同条第１項（同条第３項又は第４項において準用する場合

を含む。以下この項において同じ。）の規定の適用を受ける旨の申告がされ

ている資産の譲渡をいうものとする。したがって、その年中に措置法第３７条

第１項の表の各号の上欄に掲げる資産を２以上譲渡した場合において、当該

譲渡した資産の一部についてのみ同項の規定の適用を受けるときは、当該適

用を受ける資産以外の資産の譲渡に係る同法第３１条第１項�長期譲渡所得の

課税の特例�の規定の適用については、課税長期譲渡所得金額の計算上、長

期譲渡所得の特別控除額の控除をすることができる。

�注 ３７－１９の�注参照

（譲渡の日の属する年の前年において取得した資産の買換えの適用）

３７－２７ ・・・・・。

（長期先行取得が認められるやむを得ない事情）

３７－２７の２ 買換資産の取得につき措置法第３７条第３項の規定を適用する場合

における措置法令第２５条第２１項に定める「その他これに準ずる事情がある場

合」には、・・・・・。

�１ ・・・・・。

�２ ・・・・・。

�３ ・・・・・。

（特別償却等を実施した先行取得資産の取扱い）

３７－２７の３ ・・・・・。

４７
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改 正 後

（買換資産の取得期間の認定）

３７－２７ ・・・・・。

（取得期間の認定を行う場合のやむを得ない事情）

３７－２７の２ 措置法第３７条第４項かっこ書の買換資産の取得期間の認定を行う

場合における措置法令第２５条第２２項に定める「その他これに準ずる事情があ

る場合」には、・・・・・。

�１ ・・・・・。

�２ ・・・・・。

�３ ・・・・・。

（買換資産の取得が計画と異なる場合の譲渡資産の再区分）

３７－２８ ・・・・・、その見込みに応じて措置法令第２５条第２８項�譲渡資産と

買換資産との対応�の規定により譲渡資産を区分して措置法第３７条第１項の

規定を適用するのであるが、その見込みと異なる買換資産を取得したときは、

改めて措置法令第２５条第２８項の規定により譲渡資産を区分して措置法第３７条

第１項の規定を適用することができることに留意する。

（買換えの証明書の添付）

３７－２９ 措置法第３７条の規定の適用を受けようとする場合において、措置法第

３７条第６項に定める書類の添付は、・・・・・。

措置法第３７条の３�買換えに係る特定の事業用資産の譲渡の場

合の取得価額の計算等
関係

改 正 前

（買換資産の取得期間の認定）

３７－２８ ・・・・・。

（取得期間の認定を行う場合のやむを得ない事情）

３７－２８の２ 措置法第３７条第４項かっこ書の買換資産の取得期間の認定を行う

場合における措置法令第２５条第２１項に定める「その他これに準ずる事情があ

る場合」には、・・・・・。

�１ ・・・・・。

�２ ・・・・・。

�３ ・・・・・。

（買換資産の取得が計画と異なる場合の譲渡資産の再区分）

３７－２９ ・・・・・、その見込みに応じて措置法令第２５条第２７項�譲渡資産と

買換資産との対応�の規定により譲渡資産を区分して措置法第３７条第１項の

規定を適用するのであるが、その見込みと異なる買換資産を取得したときは、

改めて措置法令第２５条第２７項の規定により譲渡資産を区分して措置法第３７条

第１項の規定を適用することができることに留意する。

（買換えの証明書の添付）

３７－３０ 措置法第３７条の規定の適用を受けようとする場合において、措置法第

３７条第７項に定める書類の添付は、・・・・・。

措置法第３７条の３�買換えに係る特定の事業用資産の譲渡の場

合の取得価額の計算等
関係

４８
―

―



（買換資産を取得した場合の修正申告書の提出期限等）

３７の３－１の２ ・・・・・、当該買換資産の取得価額が同条第４項に規定す

る取得価額の見積額（以下この項において「見積額」という。）に満たない

とき又は当該買換資産の地域が同項の地域（以下この項において「取得見込

地域」という。）と異なることとなったことにより同条第１項に規定する

「譲渡があったもの」とされる部分の金額に不足が生じたときは、・・・・

・。

また、買換資産の取得価額が見積額を超えるとき又は当該買換資産の地域

が取得見込地域と異なることとなったことにより同条第１項に規定する「譲

渡があったもの」とされる部分の金額が過大となったときは、・・・・・。

�注 ・・・・・。

（買換えの特例が適用されないこととなった買換資産に係る特別償却）

３７の３－４ ・・・・・、当該買換資産について同法第１１条から第１２条の３

まで及び第１３条の３から第１５条�特別償却�までに規定する要件を具備す

る限り特別償却をすることができるものとする。この場合において、・・・

・・。

�１ ・・・・・。

�２ 措置法第１４条及び第１５条の規定の適用を受けることができる期間は、・

・・・・。

�注１ ・・・・・。

２ ・・・・・。

（買換資産を取得した場合の修正申告書の提出期限等）

３７の３－１の２ ・・・・・、当該買換資産の取得価額が同条第４項に規定す

る納税地の所轄税務署長の承認を受けた取得価額の見積額（以下この項にお

いて「見積承認額」という。）に満たないとき又は当該買換資産の地域が当

該所轄税務署長の承認を受けた買換資産の地域（以下この項において「見積

承認地域」という。）と異なることとなったことにより同条第１項に規定す

る「譲渡があったもの」とされる部分の金額に不足が生じたときは、・・・

・・。

また、買換資産の取得価額が見積承認額を超えるとき又は当該買換資産の

地域が見積承認地域と異なることとなったことにより同条第１項に規定する

「譲渡があったもの」とされる部分の金額が過大となったときは、・・・・

・。

�注 ・・・・・。

（買換えの特例が適用されないこととなった買換資産に係る特別償却）

３７の３－４ ・・・・・、当該買換資産について同法第１１条から第１２条の３

まで及び第１３条の３から第１６条�特別償却�までに規定する要件を具備す

る限り特別償却をすることができるものとする。この場合において、・・・

・・。

�１ ・・・・・。

�２ 措置法第１４条、第１５条及び第１６条第２項の規定の適用を受けることがで

きる期間は、・・・・・。

�注１ ・・・・・。

２ ・・・・・。

４９
―

―



改 正 後

措置法第３７条の５�既成市街地等内にある土地等の中高層耐火

建築物等の建設のための買換え及び交換の場合の譲渡所得の課

税の特例
関係

（廃 止）

（特別な事情がある場合に該当して措置法第３７条の規定の適用を受ける場合に

おける同条第５項の規定との関係）

３７の５－８の２ ・・・・・。

（特定の事業用資産の買換えの場合の譲渡所得の課税の特例に関する取扱いの

準用）

３７の５－１１ ３３－４９、３７－２、３７－５、３７－７、３７－１８、３７－１９、３７－２５、３７

－２７の２、３７の２－１、３７の３－１の２、３７の３－３及び３７の３－４の取扱

いは、・・・・・。

改 正 前

措置法第３７条の５�既成市街地等内にある土地等の中高層耐火

建築物等の建設のための買換え及び交換の場合の譲渡所得の課

税の特例
関係

（特別な事情がある場合に該当して措置法第３１条の３の規定の適用を受ける場

合の長期譲渡所得の特別控除額）

３７の５－８の２ 措置法第３７条の５第５項第１号の規定により、同号に掲げる

資産の譲渡による譲渡所得について、同法第３１条の３第１項に規定する譲渡

所得に該当するものとみなされて同条の規定の適用を受ける場合には、当該

資産の譲渡の年の１月１日における同法第３１条第３項に規定する所有期間が

５年以下（譲渡の年中に取得した資産を含む。）であっても、当該資産の譲

渡による譲渡所得の金額の計算上、同条第１項に規定する長期譲渡所得の特

別控除額の控除があることに留意する。

（特別な事情がある場合に該当して措置法第３７条の規定の適用を受ける場合に

おける同条第５項の規定との関係）

３７の５－８の３ ・・・・・。

（特定の事業用資産の買換えの場合の譲渡所得の課税の特例に関する取扱いの

準用）

３７の５－１１ ３３－４９、３７－２、３７－５、３７－７、３７－１８、３７－１９、３７－２５、３７

－２６、３７－２８の２、３７の２－１、３７の３－１の２、３７の３－３及び３７の３－

４の取扱いは、・・・・・。

５０
―

―



措置法第３７条の６�特定の交換分合により土地等を譲渡した場

合の課税の特例
関係

（清算金を取得した場合の８００万円特別控除）

３７の６－２ 措置法第３７条の６第１項各号に規定する交換分合により土地等と

ともに清算金を取得した場合には、当該交換分合により譲渡した土地等のう

ち当該清算金に対応する部分について譲渡があったものとして措置法第３１条

又は第３２条の規定の適用がある。また、土地等（農業振興地域の整備に関す

る法律第３条に規定する農用地等及び同法第８条第２項第３号に規定する農

用地等とすることが適当な土地並びにこれらの土地の上に存する権利及び集

落地域整備法第２条第１項に規定する農用地並びに当該農用地の上に存する

権利に限る。）につき、措置法第３７条の６第１項第１号又は第２号に規定す

る交換分合が行われた場合において、農業振興地域の整備に関する法律第１３

条の３の規定（集落地域整備法第１２条において準用する場合を含む。）によ

り清算金のみを取得するときは、措置法第３４条の３�農地保有合理化等のた

めに農地等を譲渡した場合の譲渡所得の特別控除�の規定の適用があること

に留意する。

措置法第３７条の９の２�認定事業用地適正化計画の事業用地の

区域内にある土地等の交換等の場合の譲渡所得の課税の特例


関係

（２，０００万円控除の特例及び１，５００万円控除の特例との関係）

３７の９の２－４ ・・・・・、当該交換等の一部につき同法第３４条第１項（同

措置法第３７条の６�特定の交換分合により土地等を譲渡した場

合の課税の特例
関係

（清算金を取得した場合の長期譲渡所得の特別控除）

３７の６－２ 措置法第３７条の６第１項各号に規定する交換分合により土地等と

ともに清算金を取得した場合には、当該交換分合により譲渡した土地等のう

ち当該清算金に対応する部分について譲渡があったものとして措置法第３１条

又は第３２条の規定の適用がある。この場合において、その譲渡所得が、措置

法第３１条第１項に規定する長期譲渡所得に該当するものであるときは、当該

譲渡所得の金額から同項の長期譲渡所得の特別控除額を控除することができ

ることに留意する。

�注 土地等（農業振興地域の整備に関する法律第３条に規定する農用地等及

び同法第８条第２項第３号に規定する農用地等とすることが適当な土地並

びにこれらの土地の上に存する権利及び集落地域整備法第２条第１項に規

定する農用地並びに当該農用地の上に存する権利に限る。）につき、措置

法第３７条の６第１項第１号又は第２号に規定する交換分合が行われた場合

において、農業振興地域の整備に関する法律第１３条の３の規定（集落地域

整備法第１２条において準用する場合を含む。）により清算金のみを取得す

るときは、措置法第３４条の３�農地保有合理化等のために農地等を譲渡し

た場合の譲渡所得の特別控除�の規定の適用があることに留意する。

措置法第３７条の９の２�認定事業用地適正化計画の事業用地の

区域内にある土地等の交換等の場合の譲渡所得の課税の特例


関係

（２，０００万円控除の特例及び１，５００万円控除の特例との関係）

３７の９の２－４ ・・・・・、当該交換等の一部につき同法第３４条第１項（同

５１
―

―



改 正 後

条第２項第１号から第２号の２までに係る部分に限る。）又は第３４条の２第

１項の規定の適用を受けるときには、・・・・・。

措置法第３７条の９の３�承継業務の事業計画の施行区域内にあ

る土地等の交換の場合の譲渡所得の課税の特例
関係

（交換に伴い施行区域外用地を取得した場合）

３７の９の３－１ 一の都市計画施設土地等（措置法第３７条の９の３第１項に規

定する認可計画の施行区域内の都市計画法第４条第６項に規定する都市計画

施設の用に供される土地等をいう。以下３７の９の３－５までにおいて同じ。）

について独立行政法人都市再生機構との交換により、施行区域内用地（独立

行政法人都市再生機構が措置法第３７条の９の３第１項に規定する施行区域内

に有する独立行政法人都市再生機構法附則第１２条第３項の用地をいう。以下

３７の９の３－３において同じ。）と施行区域内用地以外の用地（以下この項

において施行区域外用地という。）を取得したときは、当該施行区域外用地

の価額に相当する金額は、交換差金に該当するものとして措置法第３７条の９

の３第１項の規定を適用する。

この場合において、当該交換について措置法第３７条の９の３第１項の適用

を受けるときには、当該施行区域外用地を取得資産として所得税法第５８条第

１項又は措置法第３７条の４、第３７条の５第４項若しくは第３７条の６の規定の

適用を受けることはできないのであるから留意する。

（都市計画施設土地等とそれ以外の資産を交換により譲渡した場合）

３７の９の３－２ 都市計画施設土地等に該当する部分と都市計画施設土地等に

該当しない部分とがある一の土地等について、措置法第３７条の９の３第１項

改 正 前

条第２項第１号又は第２号に係る部分に限る。）又は第３４条の２第１項の規

定の適用を受けるときには、・・・・・。

（新 設）

（新 設）

（新 設）

５２
―

―



に規定する交換をした場合には、当該交換により譲渡した土地等のうちの当

該都市計画施設土地等に該当する部分の土地等についてのみ同項の規定の適

用があることに留意する。

この場合において、当該都市計画施設土地等に該当する部分の土地等につ

いて同項の規定の適用を受けるときの当該都市計画施設土地等に該当しない

部分の土地等の交換については、所得税法第５８条第１項又は措置法第３７条の

４、第３７条の５第４項若しくは第３７条の６の規定の適用を受けることはでき

ないのであるから留意する。

（都市計画施設土地等又は施行区域内用地が２以上ある場合）

３７の９の３－３ その年中に２以上の都市計画施設土地等を交換により譲渡し

た場合又は交換により２以上の施行区域内用地を取得した場合における措置

法第３７条の９の３第１項の規定の適用については、納税者の選択するところ

に従い、当該交換により譲渡した都市計画施設土地等又は交換により取得し

た施行区域内用地ごとに適用することができる。

したがって、例えば、２以上の都市計画施設土地等のうちの一方が同法第

３５条第１項に規定する居住用財産である場合において、その居住用財産の譲

渡について同項の規定の適用を受け、他の一方について同法第３７条の９の３

第１項の規定の適用を受けることができる。

�注 同項の規定の対象となる一の都市計画施設土地等又は交換等により取得

した一の施行区域内用地の一部分のみについて同項の規定を適用すること

はできないことに留意する。

（２，０００万円控除の特例及び１，５００万円控除の特例との関係）

３７の９の３－４ 個人が同一年中に、措置法第３７条の９の３第１項に規定する

認可計画に係る同項の業務の用に供するために独立行政法人都市再生機構と

の２以上の土地等の交換をした場合において、当該交換の一部につき同法第

（新 設）

（新 設）

５３
―

―



改 正 後

３４条第１項（同条第２項第１号に係る部分に限る。）又は第３４条の２第１項

の規定の適用を受けるときには、他の土地等の交換については、同法第３７条

の９の３第１項の規定の適用はないことに留意する。

（短期保有の都市計画施設土地等と長期保有の都市計画施設土地等がある場合

の交換差金の区分）

３７の９の３－５ 措置法第３７条の９の３第１項の規定の適用を受ける場合にお

いて、その交換をした土地等のうちに短期譲渡所得の基因となるものと長期

譲渡所得の基因となるものとがあり、かつ、交換差金（同項に規定する交換

に伴い取得した交換差金の額をいう。）があるときは、当該交換差金の額を

交換したそれぞれの資産の交換の時の価額（契約等によりそれぞれの資産の

交換による収入金額が明らかであり、かつ、その額が適正であると認められ

る場合には、そのそれぞれの収入金額）の比によりあん分して計算した金額

をそれぞれの資産に係る交換差金とする。

（他の課税の特例に関する取扱いの準用）

３７の９の３－６ ３７－２の取扱いは、措置法第３７条の９の３第１項の規定を適

用する場合について準用する。

措置法第３９条�相続財産に係る譲渡所得の課税の特例
関係

（換地処分等により取得した資産を譲渡した場合）

３９－３ ・・・・・、土地改良法による土地改良事業、独立行政法人緑資源機

構法第１１条第１項第７号イ�業務の範囲�の事業、都市再開発法による市街

地再開発事業、密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律によ

改 正 前

（新 設）

（新 設）

措置法第３９条�相続財産に係る譲渡所得の課税の特例
関係

（換地処分等により取得した資産を譲渡した場合）

３９－３ ・・・・・、土地改良法による土地改良事業、独立行政法人緑資源機

構法第１１条第１項第７号イ�業務の範囲�の事業又は都市再開発法による市

街地再開発事業が施行された場合において取得した換地取得資産、変換取得

５４
―

―



る防災街区整備事業又はマンションの建替えの円滑化等に関する法律による

マンション建替事業が施行された場合において取得した換地取得資産、変換

取得資産、対償取得資産、防災変換取得資産、施行再建マンションに関する

権利を取得する権利又は当該施行再建マンションに係る敷地利用権を譲渡し

たときも、当該資産又は権利の譲渡は相続税の課税価格の計算の基礎に算入

された資産の譲渡に該当するものとする。

措置法第４１条の５�居住用財産の買換え等の場合の譲渡損失の

損益通算及び繰越控除
関係

（総合譲渡所得の金額の計算と居住用財産の譲渡損失の金額との関係）

４１の５－１ 総合短期譲渡所得（譲渡所得のうち所得税法第３３条第３項第１号

に掲げる所得で、措置法第３２条第１項の規定の適用がない所得をいう。以下

この項において同じ。）の金額又は総合長期譲渡所得（譲渡所得のうち所得

税法第３３条第３項第２号に掲げる所得で、措置法第３１条第１項及び措置法第

３２条第１項の規定の適用がない所得をいう。以下この項において同じ。）の

金額を計算する場合において、これらの所得の基因となった資産のうちに譲

渡損失の生じた資産があるときは、その年中に譲渡した資産を総合短期譲渡

所得の基因となる資産及び総合長期譲渡所得の基因となる資産に区分して、

これらの資産の区分ごとにそれぞれの総収入金額から当該資産の取得費及び

譲渡費用の合計額を控除して譲渡損益を計算する。この場合において、その

区分ごとに計算した金額の一方に損失の金額が生じた場合又は居住用財産の

譲渡損失の金額（措置法第４１条の５第１項に規定する居住用財産の譲渡損失

の金額をいう。以下４１の５－１１までにおいて同じ。）がある場合のその損失

の金額の譲渡益からの控除は次による。

�１ 総合長期譲渡所得の損失の金額は、総合短期譲渡所得の譲渡益から控除

する。

資産又は対償取得資産を譲渡したときも、当該資産の譲渡は相続税の課税価

格の計算の基礎に算入された資産の譲渡に該当するものとする。

措置法第４１条の５�特定の居住用財産の買換え等の場合の譲渡

損失の繰越控除
関係

（新 設）

５５
―

―



改 正 後

�２ 総合短期譲渡所得の損失の金額は、総合長期譲渡所得の譲渡益から控除

する。

�３ 居住用財産の譲渡損失の金額は、�１又は�２による控除後の譲渡益につい

て、総合短期譲渡所得の譲渡益、総合長期譲渡所得の譲渡益の順に控除す

る。ただし、納税者がこの取扱いと異なる順序で控除して申告したときは

その計算を認める。

（通算後譲渡損失の金額の繰越控除の順序）

４１の５－１の２ 前年以前３年内の年において生じた措置法第４１条の５第４項

に規定する通算後譲渡損失の金額（以下４１の５－１１までにおいて「通算後譲

渡損失の金額」という。）に相当する金額をその年の総所得金額、・・・・

・。

�１ ・・・・・。

�２ ・・・・・。

�３ その上で、通算後譲渡損失の金額に相当する金額について、措置法第４１

条の５第４項の規定による繰越控除を行う。この場合、・・・・・。

�４ ・・・・・。

（措置法第４１条の５第７項第１号ハに掲げる資産）

４１の５－３ 措置法第４１条の５第７項第１号ハに規定する「イ又はロに掲げる

家屋及び当該家屋の敷地の用に供されている土地又は当該土地の上に存する

権利」とは、・・・・・その年の１月１日において所有期間（同法第３１条第

２項に規定する所有期間をいう。以下４１の５－１２までにおいて同じ。）が５

年を超えるものを譲渡した場合の当該家屋及び敷地の用に供されている土地

等をいうのであるから留意する。

改 正 前

（控除適用譲渡損失金額の繰越控除の順序）

４１の５－１ 措置法第４１条の５第１項に規定する控除適用譲渡損失金額（以下

４１の５－１１までにおいて「控除適用譲渡損失金額」という。）に相当する金

額をその年の総所得金額、・・・・・。

�１ ・・・・・。

�２ ・・・・・。

�３ その上で、控除適用譲渡損失金額に相当する金額について、措置法第４１

条の５第１項の規定による繰越控除を行う。この場合、・・・・・。

�４ ・・・・・。

（措置法第４１条の５第３項第１号ハに掲げる資産）

４１の５－３ 措置法第４１条の５第３項第１号ハに規定する「イ又はロに掲げる

家屋及び当該家屋の敷地の用に供されている土地又は当該土地の上に存する

権利」とは、・・・・・その年の１月１日において所有期間（同法第３１条第

３項に規定する所有期間をいう。以下４１の５－１２までにおいて同じ。）が５

年を超えるものを譲渡した場合の当該家屋及び敷地の用に供されている土地

等をいうのであるから留意する。

５６
―
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�注１ 措置法第４１条の５第７項第１号ハに該当する家屋及び土地等の譲渡に

係る居住用財産の譲渡損失の金額の計算は、当該家屋及び土地等に係る

譲渡損益の合計額により行うことになる。したがって、そのいずれか一

方の資産に係る譲渡損失のみをもって居住用財産の譲渡損失の金額の計

算を行うことはできない。

２ 措置法第４１条の５第７項第１号イ又はロに規定する家屋とともに当該

家屋の敷地の用に供されている土地等の譲渡があった場合において、当

該家屋又は当該土地等のいずれか一方のその年の１月１日における所有

期間が５年以下であるときは、当該家屋及び土地等は措置法第４１条の５

第７項第１号に規定する譲渡資産（以下４１の５－１６までにおいて「譲渡

資産」という。）に該当しないので、その譲渡損失については、同条第

１項及び第４項の規定を適用することはできない。

（敷地のうちに所有期間の異なる部分がある場合）

４１の５－４ 措置法第４１条の５第７項第１号イ又はロに掲げる家屋とともにこ

れらの家屋の敷地の用に供されている土地等の譲渡があった場合において、

・・・・・。

�注 ・・・・・、当該土地のうちその年の１月１日における所有期間が５年

を超えることとなる部分のみが措置法第４１条の５第７項第１号ハに掲げる

土地等に該当することになる。

（居住用土地等のみの譲渡）

４１の５－５ 措置法第４１条の５第７項第１号イ又はロに掲げる家屋を取り壊し、

・・・・・。

�１ ・・・・・。

�２ ・・・・・。

�注１ 措置法第４１条の５第３項第１号ハに該当する家屋及び土地等の譲渡に

係る措置法令第２６条の７第１０項に規定する特定損失の金額（以下この項

において「特定損失の金額」という。）の計算は、当該家屋及び土地等

に係る譲渡損益の合計額により行うことになる。したがって、そのいず

れか一方の資産に係る譲渡損失のみをもって特定損失の金額の計算を行

うことはできない。

２ 措置法第４１条の５第３項第１号イ又はロに規定する家屋とともに当該

家屋の敷地の用に供されている土地等の譲渡があった場合において、当

該家屋又は当該土地等のいずれか一方のその年の１月１日における所有

期間が５年以下であるときは、当該家屋及び土地等は措置法第４１条の５

第３項第１号に規定する譲渡資産（以下４１の５－１６までにおいて「譲渡

資産」という。）に該当しないので、その譲渡損失については、同条第

１項の規定を適用することはできない。

（敷地のうちに所有期間の異なる部分がある場合）

４１の５－４ 措置法第４１条の５第３項第１号イ又はロに掲げる家屋とともにこ

れらの家屋の敷地の用に供されている土地等の譲渡があった場合において、

・・・・・。

�注 ・・・・・、当該土地のうちその年の１月１日における所有期間が５年

を超えることとなる部分のみが措置法第４１条の５第３項第１号ハに掲げる

土地等に該当することになる。

（居住用土地等のみの譲渡）

４１の５－５ 措置法第４１条の５第３項第１号イ又はロに掲げる家屋を取り壊し、

・・・・・。

�１ ・・・・・。

�２ ・・・・・。

５７
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改 正 後

�３ ・・・・・。

�注 その取壊しの日の属する年の１月１日において所有期間が５年を超えな

い家屋の敷地の用に供されていた土地等の譲渡に係る譲渡損失については、

措置法第４１条の５第１項及び第４項の規定の適用はない。

（土地区画整理事業等の施行地区内の土地等の譲渡）

４１の５－８ 土地区画整理法による土地区画整理事業、新都市基盤整備法によ

る土地整理又は大都市地域住宅等供給促進法による住宅街区整備事業の施行

地区内にある従前の宅地（当該宅地の上に存する建物の所有を目的とする借

地権を含む。）を仮換地の指定又は使用収益の停止があった後に譲渡した場

合並びに次に掲げる事業の施行地区内にその居住の用に供している家屋（当

該家屋でその居住の用に供されなくなったものを含む。）及び当該家屋の敷

地の用に供されている土地等（災害により滅失した当該家屋の敷地であった

土地等を含む。）を有する者につき、それぞれに掲げるところによる譲渡が

あった場合又は譲渡があったものとみなされる場合には、３１の３－１６及び３１

の３－１７に準じて取り扱うことができるものとする。

�１ 都市再開発法による市街地再開発事業に係る権利変換又は収用若しくは

買取りに伴い取得した施設建築物の一部を取得する権利（当該権利ととも

に取得した施設建築敷地若しくはその共有持分又は地上権の共有持分を含

む。）又は建築施設の部分の給付を受ける権利を譲渡した場合又は建築施

設の部分につき都市再開発法第１１８条の５第１項�譲受け希望の申出等の

撤回�に規定する譲受け希望の申出を撤回した場合（同法第１１８条の１２第

１項�仮登記等に係る権利の消滅について同意が得られない場合における

譲受け希望の申出の撤回�又は第１１８条の１９第１項�譲受け希望の申出を

撤回したものとみなす場合�の規定により、譲受けの申出を撤回したもの

改 正 前

�３ ・・・・・。

�注 その取壊しの日の属する年の１月１日において所有期間が５年を超えな

い家屋の敷地の用に供されていた土地等の譲渡に係る譲渡損失については、

措置法第４１条の５第１項の規定の適用はない。

（土地区画整理事業等の施行地区内の土地等の譲渡）

４１の５－８ 土地区画整理法による土地区画整理事業、新都市基盤整備法によ

る土地整理又は大都市地域住宅等供給促進法による住宅街区整備事業の施行

地区内にある従前の宅地（当該宅地の上に存する建物の所有を目的とする借

地権を含む。）を仮換地の指定又は使用収益の停止があった後に譲渡した場

合並びに都市再開発法による市街地再開発事業の施行地区内にその居住の用

に供している家屋（当該家屋でその居住の用に供されなくなったものを含む。）

及び当該家屋の敷地の用に供されている土地等（災害により滅失した当該家

屋の敷地であった土地等を含む。）を有する者が、当該事業に係る権利変換

又は収用若しくは買取りに伴い取得した施設建築物の一部を取得する権利又

は建築施設の部分の給付を受ける権利を譲渡した場合又は建築施設の部分に

つき都市再開発法第１１８条の５第１項�譲受け希望の申出等の撤回�に規定

する譲受け希望の申出を撤回した場合（同法第１１８条の１２第１項�仮登記等

に係る権利の消滅について同意が得られない場合における譲受け希望の申出

の撤回�又は同法第１１８条の１９第１項�譲受け希望の申出を撤回したものと

みなす場合�の規定により、譲受けの申出を撤回したものとみなされる場合

を含む。）には、３１の３－１６及び３１の３－１７に準じて取り扱うことができる

ものとする。

５８
―
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とみなされる場合を含む。）において、措置法第３３条の３第３項の規定に

よる旧資産の譲渡があったものとみなされる場合

�２ 密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律による防災街区

整備事業に係る権利変換に伴い取得した防災施設建築物の一部を取得する

権利（当該権利とともに取得した防災施設建築敷地若しくはその共有持分

又は地上権の共有持分を含む。）を譲渡した場合において、同項の規定に

よる防災旧資産の譲渡があったものとみなされる場合

�３ マンションの建替えの円滑化等に関する法律によるマンション建替事業

に係る権利変換に伴い取得した施行再建マンションに関する権利を取得す

る権利（当該権利とともに取得した施行再建マンションに係る敷地利用権

を含む。）を譲渡した場合において、同項の規定による変換前資産の譲渡

があったものとみなされる場合

（災害跡地等を２以上に分けて譲渡した場合）

４１の５－１０ その年において２以上の譲渡資産の措置法第４１条の５第７項第１

号に規定する特定譲渡（以下４１の５－１３までにおいて「特定譲渡」という。）

がある場合には、その者が選定した一の特定譲渡に係る譲渡損失の金額をも

って同号に規定する居住用財産の譲渡損失の金額を計算するのであるが、同

一年中に、居住の用に供している家屋（当該家屋でその居住の用に供されな

くなったものを含む。）の敷地の用に供されている土地等の一部を区分して

当該家屋の譲渡と同時に譲渡した場合又は災害跡地若しくは取壊し跡地を２

以上に区分して譲渡した場合（当該譲渡のいずれもが４１の５－９�２若しくは

�３により譲渡資産の譲渡に該当する場合に限る。）には、これらを一の譲渡

資産の譲渡として取り扱うことができるものとする。

（災害跡地等を２以上に分けて譲渡した場合）

４１の５－１０ その年において２以上の譲渡資産の措置法第４１条の５第３項第１

号に規定する特定譲渡（以下４１の５－１３までにおいて「特定譲渡」という。）

がある場合には、その者が選定した一の特定譲渡に係る譲渡損失の金額をも

って同号に規定する居住用財産の譲渡損失の金額を計算するのであるが、同

一年中に、居住の用に供している家屋（当該家屋でその居住の用に供されな

くなったものを含む。）の敷地の用に供されている土地等の一部を区分して

当該家屋の譲渡と同時に譲渡した場合又は災害跡地若しくは取壊し跡地を２

以上に区分して譲渡した場合（当該譲渡のいずれもが４１の５－９�２若しくは

�３により譲渡資産の譲渡に該当する場合に限る。）には、これらを一の譲渡

資産の譲渡として取り扱うことができるものとする。

この場合において、同号に規定する「譲渡資産に係る住宅借入金等の金額

を有する」かどうかは、これらの譲渡資産の特定譲渡のうちその年の最初の

特定譲渡に係る契約を締結した日の前日（当該最初の特定譲渡の日前に同号

５９
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改 正 後

（居住用家屋の所有者とその敷地の所有者が異なる場合の取扱い）

４１の５－１１ 措置法第４１条の５第７項第１号イ又はロに掲げる家屋（以下この

項及び次項において「譲渡家屋」という。）の所有者以外の者が・・・・・、

これらの者がともに同条第１項又は第４項の規定の適用を受ける旨の申告を

したときに限り、・・・・・。

�１ ・・・・・。

イ ・・・・・。

ロ ・・・・・。

�２ ・・・・・、次のいずれにも該当する資産の措置法第４１条の５第７項第

１号に規定する取得をしていること。

イ ・・・・・。

ロ ・・・・・。

ハ 当該取得した家屋又は土地等は、措置法第４１条の５第７項第１号に規

定する買換資産（以下４１の５－１６までにおいて「買換資産」という。）

の取得期間内（４１の５－１３において「取得期間内」という。）に取得さ

れているものであること。

ニ 当該取得した家屋は、買換資産をその居住の用に供すべき期間（買換

資産の取得の日から当該取得の日の属する年の翌年１２月３１日までの期間

をいう。）内に、・・・・・。

�３ ・・・・・。

�４ 譲渡家屋の所有者と譲渡敷地の所有者のそれぞれが、次に掲げる日にお

改 正 前

に規定する買換資産（以下４１の５－１６までにおいて「買換資産」という。）

を取得している場合には、当該最初の特定譲渡に係る契約を締結した日の属

する月の６月前の月の最初の日）において判定する。

（居住用家屋の所有者とその敷地の所有者が異なる場合の取扱い）

４１の５－１１ 措置法第４１条の５第３項第１号イ又はロに掲げる家屋（以下この

項及び次項において「譲渡家屋」という。）の所有者以外の者が・・・・・、

これらの者がともに同条第１項の規定の適用を受ける旨の申告をしたときに

限り、・・・・・。

�１ ・・・・・。

イ ・・・・・。

ロ ・・・・・。

�２ ・・・・・、次のいずれにも該当する資産の措置法第４１条の５第３項第

１号に規定する取得をしていること。

イ ・・・・・。

ロ ・・・・・。

ハ 当該取得した家屋又は土地等は、措置法第４１条の５第３項第１号に規

定する買換資産の取得期間内（４１の５－１３において「取得期間内」とい

う。）に取得されているものであること。

ニ 当該取得した家屋は、買換資産をその居住の用に供すべき期間（措置

法第４１条の５第３項第１号に規定する買換資産の取得の日から当該取得

の日の属する年の翌年１２月３１日までの期間をいう。）内に、・・・・・。

�３ ・・・・・。

�４ 譲渡家屋の所有者と譲渡敷地の所有者のそれぞれが、特定譲渡に係る契
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いて買換資産に係る住宅借入金等（措置法第４１条の５第７項第４号に規定

する住宅借入金等をいう。以下４１の５－１７までにおいて同じ。）の金額を

有していること。

イ 措置法第４１条の５第１項の規定の適用を受ける場合には、買換資産を

取得した日の属する年の１２月３１日

ロ 同条第４項の規定の適用を受ける場合には、同項の規定の適用を受け

る年の１２月３１日

�注１ 譲渡家屋の所有者が当該家屋（譲渡敷地のうちその者が有している部

分を含む。）の譲渡につき措置法第４１条の５第１項又は第４項の規定を

適用しない場合（当該家屋の所有者について居住用財産の譲渡損失の金

額又は通算後譲渡損失の金額がない場合、４１の５－１の２�１及び�２に掲

げる控除後において控除すべきその年の総所得金額等がないこととなる

場合並びにその年の合計所得金額が３，０００万円を超えるため同項の規定

の適用を受けることができない場合を除く。）には、譲渡敷地の所有者

について措置法第４１条の５第１項及び第４項の規定を適用することはで

きない。

２ 譲渡敷地の所有者が当該敷地の譲渡につき措置法第４１条の５第１項の

規定の適用を受ける場合には、譲渡家屋の所有者の当該家屋の譲渡につ

いては措置法第３１条の３、３５条、３６条の２、第３６条の５又は第３６条の６

の規定（４１の５の２－４において「居住用財産に係る課税の特例」とい

う。）の適用を受けることはできない。

（借地権等の設定されている土地の譲渡についての取扱い）

４１の５－１２ ・・・・・、当該家屋及び当該居住用底地の譲渡について同条第

１項及び第４項の規定の適用を認めることとして取り扱う。

また、・・・・・。

約を締結した日の前日（当該特定譲渡の日前に買換資産を取得している場

合には、当該特定譲渡に係る契約を締結した日の属する月の６月前の月の

最初の日）において当該譲渡家屋及び当該譲渡敷地に係る住宅借入金等

（措置法第４１条の５第３項第２号に規定する住宅借入金等をいう。以下４１

の５－１６までにおいて同じ。）の金額を有し、かつ、同条第１項の規定の

適用を受ける年の１２月３１日において買換資産に係る住宅借入金等の金額を

有していること。

�注 譲渡家屋の所有者が当該家屋（譲渡敷地のうちその者が有している部分

を含む。）の譲渡につき措置法第４１条の５第１項の規定を適用しない場合

（当該家屋の所有者について控除適用譲渡損失金額がない場合、４１の５－

１�１及び�２に掲げる控除後において控除すべきその年の総所得金額等がな

いこととなる場合並びにその年の合計所得金額が３，０００万円を超えるため

同項の規定の適用を受けることができない場合を除く。）には、譲渡敷地

の所有者について同項の規定を適用することはできない。

（借地権等の設定されている土地の譲渡についての取扱い）

４１の５－１２ ・・・・・、当該家屋及び当該居住用底地の譲渡について同条第

１項の規定の適用を認めることとして取り扱う。

また、・・・・・。

６１
―

―



改 正 後

（やむを得ない事情により買換資産の取得が遅れた場合）

４１の５－１３ 措置法第４１条の５第１項又は第４項の規定の適用を受けようとす

る者が、・・・・・。

�１ ・・・・・。

�２ ・・・・・。

�注 ・・・・・。

�１ ・・・・・

�２ ・・・・・

（買換家屋の床面積要件の判定）

４１の５－１４ その者が取得する家屋について措置法令第２６条の７第５項に定め

る床面積要件の判定を行う場合には、・・・・・。

�１ ・・・・・。

�２ ・・・・・。

�３ ・・・・・。

（床面積の意義）

４１の５－１５ 措置法令第２６条の７第５項に規定する家屋の「床面積」は、次に

よる。

�１ 措置法令第２６条の７第５項第１号に規定する家屋の床面積は、・・・・

・。

�２ 措置法令第２６条の７第５項第２号に規定する独立部分の床面積は、・・

・・・。

（借入金又は債務の借換えをした場合）

改 正 前

（やむを得ない事情により買換資産の取得が遅れた場合）

４１の５－１３ 措置法第４１条の５第１項の規定の適用を受けようとする者が、・

・・・・。

�１ ・・・・・。

�２ ・・・・・。

�注 ・・・・・。

�１ ・・・・・

�２ ・・・・・

（買換家屋の床面積要件の判定）

４１の５－１４ その者が取得する家屋について措置法令第２６条の７第６項に定め

る床面積要件の判定を行う場合には、・・・・・。

�１ ・・・・・。

�２ ・・・・・。

�３ ・・・・・。

（床面積の意義）

４１の５－１５ 措置法令第２６条の７第６項に規定する家屋の「床面積」は、次に

よる。

�１ 措置法令第２６条の７第６項第１号に規定する家屋の床面積は、・・・・

・。

�２ 措置法令第２６条の７第６項第２号に規定する独立部分の床面積は、・・

・・・。

（借入金又は債務の借換えをした場合）

６２
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４１の５－１６ 買換資産の取得に係る借入金又は債務（以下この項において「当

初の借入金等」という。）の金額を消滅させるために新たな借入金を有する

こととなる場合において、・・・・・、当該新たな借入金は、買換資産に係

る住宅借入金等に該当するものとする。

（繰上返済等をした場合）

４１の５－１７ 買換資産に係る住宅借入金等の金額に係る契約において、その年

の翌年以後に返済等をすべきこととされている買換資産に係る住宅借入金等

の金額につき、その年に繰り上げて返済等をした場合であっても、その年の

１２月３１日における現実の買換資産に係る住宅借入金等の金額の残高があると

きには、措置法第４１条の５第１項又は第４項の規定の適用があるのであるが、

当該繰上返済等により償還期間又は割賦期間が１０年未満となる場合のその年

については、措置法第４１条の５第１項又は第４項の規定の適用はないものと

する。

�注 借入金又は債務の借換えをした場合には、４１の５－１６の適用がある場合

があることに留意する。

（居住用財産を譲渡した場合の長期譲渡所得の課税の特例に関する取扱い等の

準用）

４１の５－１８ その者が譲渡した家屋若しくは土地等が措置法第４１条の５第７項

第１号に規定する譲渡資産に該当するかどうか、これらの資産の譲渡が同号

に規定する特定譲渡に該当するかどうか又はその者が取得した家屋若しくは

土地等が同号に規定する買換資産に該当するかどうかの判定等については、

３１の３－２、３１の３－６から３１の３－１３まで、３１の３－２０から３１の３－２５ま

で、３６の２－１５、３６の２－１９から３６の２－２０、３６の２－２３から３６の２－２４、

３６の３－２、４１－１２から４１－１５まで、４１－１７から４１－１８及び４１－２０に準じて

取り扱うものとする。

４１の５－１６ 譲渡資産又は買換資産の取得に係る借入金又は債務（以下この項

において「当初の借入金等」という。）の金額を消滅させるために新たな借

入金を有することとなる場合において、・・・・・、当該新たな借入金は、

譲渡資産又は買換資産に係る住宅借入金等に該当するものとする。

（新 設）

（居住用財産を譲渡した場合の長期譲渡所得の課税の特例に関する取扱い等の

準用）

４１の５－１７ その者が譲渡した家屋若しくは土地等が措置法第４１条の５第３項

第１号に規定する譲渡資産に該当するかどうか、これらの資産の譲渡が同号

に規定する特定譲渡に該当するかどうか又はその者が取得した家屋若しくは

土地等が同号に規定する買換資産に該当するかどうかの判定等については、

３１の３－２、３１の３－６から３１の３－１３まで、３１の３－２０から３１の３－２５ま

で、３６の２－１５、３６の２－１９から３６の２－２０、３６の２－２３から３６の２－２４、

３６の３－２、４１－１２から４１－１３まで及び４１－１５から４１－１６までに準じて取り

扱うものとする。
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改 正 後

措置法第４１条の５の２�特定居住用財産の譲渡損失の損益通算

及び繰越控除
関係

（総合譲渡所得の金額の計算と特定居住用財産の譲渡損失の金額との関係）

４１の５の２－１ 総合短期譲渡所得（譲渡所得のうち所得税法第３３条第３項第

１号に掲げる所得で、措置法第３２条第１項の規定の適用がない所得をいう。

以下この項において同じ。）の金額又は総合長期譲渡所得（譲渡所得のうち

所得税法第３３条第３項第２号に掲げる所得で、措置法第３１条第１項及び措置

法第３２条第１項の規定の適用がない所得をいう。以下この項において同じ。）

の金額を計算する場合において、これらの所得の基因となった資産のうちに

譲渡損失の生じた資産があるときは、その年中に譲渡した資産を総合短期譲

渡所得の基因となる資産及び総合長期譲渡所得の基因となる資産に区分して、

これらの資産の区分ごとにそれぞれの総収入金額から当該資産の取得費及び

譲渡費用の合計額を控除して譲渡損益を計算する。この場合において、その

区分ごとに計算した金額の一方に損失の金額が生じた場合又は特定居住用財

産の譲渡損失の金額（措置法第４１条の５の２第１項に規定する特定居住用財

産の譲渡損失の金額をいう。以下４１の５の２－６までにおいて同じ。）があ

る場合のその損失の金額の譲渡益からの控除は次による。

�１ 総合長期譲渡所得の損失の金額は、総合短期譲渡所得の譲渡益から控除

する。

�２ 総合短期譲渡所得の損失の金額は、総合長期譲渡所得の譲渡益から控除

する。

�３ 特定居住用財産の譲渡損失の金額は、�１又は�２による控除後の譲渡益に

ついて、総合短期譲渡所得の譲渡益、総合長期譲渡所得の譲渡益の順に控

除する。ただし、納税者がこの取扱いと異なる順序で控除して申告したと

改 正 前

（新 設）

（新 設）
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きはその計算を認める。

（通算後譲渡損失の金額の繰越控除の順序）

４１の５の２－２ 前年以前３年内の年において生じた措置法第４１条の５の２第

４項に規定する通算後譲渡損失の金額（以下４１の５の２－４までにおいて

「通算後譲渡損失の金額」という。）に相当する金額をその年の総所得金額、

土地等に係る事業所得等の金額、分離長期譲渡所得の金額、分離短期譲渡所

得の金額、山林所得金額又は退職所得金額（４１の５の２－４においてこれら

を「総所得金額等」という。）の計算上控除する場合には、次の�１から�４の

順序で控除するのであるから留意する。

�１ まず、その年分の各種所得の金額の計算上生じた損失の金額がある場合

には、所得税法第６９条第１項�損益通算�の規定による控除を行う。

�２ 次に所得税法第７０条第１項又は第２項�純損失の繰越控除�に規定する

純損失の金額がある場合には、同条第１項又は第２項の規定による控除を

行う。

�３ その上で、通算後譲渡損失の金額に相当する金額について、措置法第４１

条の５の２第４項の規定による繰越控除を行う。この場合、その年分の分

離長期譲渡所得の金額、分離短期譲渡所得の金額、総所得金額、土地等に

係る事業所得等の金額、山林所得金額又は退職所得金額から順次控除する。

�４ 更に、所得税法第７１条第１項�雑損失の繰越控除�に規定する雑損失が

ある場合には、同項の規定による控除を行う。

（措置法第４１条の５の２第７項第１号ハに掲げる資産）

４１の５の２－３ 措置法第４１条の５の２第７項第１号ハに規定する「イ又はロ

に掲げる家屋及び当該家屋の敷地の用に供されている土地又は当該土地の上

に存する権利」とは、同号イ又はロに掲げる家屋とともにこれらの家屋の敷

地の用に供されている土地等（土地又は当該土地の上に存する権利をいう。

（新 設）

（新 設）
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改 正 後

以下４１の５の２－７までにおいて同じ。）でその年の１月１日において所有

期間（同法第３１条第２項に規定する所有期間をいう。以下４１の５－１２までに

おいて同じ。）が５年を超えるものを譲渡した場合の当該家屋及び敷地の用

に供されている土地等をいうのであるから留意する。

�注１ 措置法第４１条の５の２第７項第１号ハに該当する家屋及び土地等の譲

渡に係る特定居住用財産の譲渡損失の金額の計算は、当該家屋及び土地

等に係る譲渡損益の合計額により行うことになる。したがって、そのい

ずれか一方の資産に係る譲渡損失のみをもって特定居住用財産の譲渡損

失の金額の計算を行うことはできない。

２ 措置法第４１条の５の２第７項第１号イ又はロに規定する家屋とともに

当該家屋の敷地の用に供されている土地等の譲渡があった場合において、

当該家屋又は当該土地等のいずれか一方のその年１月１日における所有

期間が５年以下であるときは、当該家屋及び土地等は措置法第４１条の５

の２第７項第１号に規定する譲渡資産（以下４１の５の２－７までにおい

て「譲渡資産」という。）に該当しないので、その譲渡損失については、

同条第１項及び第４項の規定を適用することはできない。

（居住用家屋の所有者とその敷地の所有者が異なる場合の取扱い）

４１の５の２－４ 措置法第４１条の５の２第７項第１号イ又はロに掲げる家屋

（以下この項及び次項において「譲渡家屋」という。）の所有者以外の者が当

該譲渡家屋の敷地の用に供されている土地等でその譲渡の年の１月１日にお

ける所有期間が５年を超えているもの（以下この項において「譲渡敷地」と

いう。）の全部又は一部を有している場合において、譲渡家屋の所有者と譲

渡敷地の所有者の行った譲渡等が次に掲げる要件のすべてを満たすときは、

これらの者がともに同条第１項又は第４項の規定の適用を受ける旨の申告を

改 正 前

（新 設）
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したときに限り、その申告を認めることとして取り扱う。

�１ 譲渡家屋の所有者と譲渡敷地の所有者は、次のいずれにも該当する資産

の措置法第４１条の５の２第７項第１号に規定する特定譲渡（以下４１の５の

２－７までにおいて「特定譲渡」という。）をしていること。

イ 譲渡敷地は、譲渡家屋とともに特定譲渡がされているものであること。

ロ 譲渡家屋は、その譲渡の時において当該家屋の所有者が譲渡敷地の所

有者とともにその居住の用に供している家屋（当該家屋がその所有者の

居住の用に供されなくなった日から同日以後３年を経過する日の属する

年の１２月３１日までの間に譲渡されたものであるときは、その居住の用に

供されなくなった時の直前においてこれらの者がその居住の用に供して

いた家屋）であること。

�２ 譲渡家屋の所有者と譲渡敷地の所有者のそれぞれが、特定譲渡に係る契

約を締結した日の前日において当該譲渡家屋及び当該譲渡敷地に係る住宅

借入金等（措置法第４１条の５の２第７項第４号に規定する住宅借入金等を

いう。以下４１の５の２－６までにおいて「譲渡資産に係る住宅借入金等」

という。）の金額を有していること。

�注１ 譲渡家屋の所有者が当該家屋（譲渡敷地のうちその者が有している部

分を含む。）の譲渡につき措置法第４１条の５の２第１項又は第４項の規

定を適用しない場合（当該家屋の所有者について特定居住用財産の譲渡

損失の金額又は通算後譲渡損失の金額がない場合、４１の５の２－２�１及

び�２に掲げる控除後において控除すべきその年の総所得金額等がないこ

ととなる場合並びにその年の合計所得金額が３，０００万円を超えるため同

項の規定の適用を受けることができない場合を除く。）には、譲渡敷地

の所有者について措置法第４１条の５の２第１項及び第４項の規定を適用

することはできない。

２ 譲渡敷地の所有者が当該敷地の譲渡につき措置法第４１条の５の２第１

項の規定の適用を受ける場合には、譲渡家屋の所有者の当該家屋の譲渡
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改 正 後

については居住用財産に係る課税の特例の適用を受けることはできない。

（借入金又は債務の借換えをした場合）

４１の５の２－５ 譲渡資産に係る借入金又は債務（以下この項において「当初

の借入金等」という。）の金額を消滅させるために新たな借入金を有するこ

ととなった場合において、当該新たな借入金が当初の借入金を消滅させるた

めのものであることが明らかであり、かつ、措置法令第２６条の７の２第９項

第１号又は第４号に規定する要件を満たしているときに限り、当該新たな借

入金は、譲渡資産に係る住宅借入金等に該当するものとする。

（繰上返済等をした場合）

４１の５の２－６ 譲渡資産に係る住宅借入金等について、特定譲渡に係る契約

を締結した日の前日前において繰り上げて返済等をしていた場合であっても、

当該特定譲渡に係る契約を締結した日の前日における当該住宅借入金等の金

額の残高があるときには、当該残高に基づいて特定居住用財産の譲渡損失の

金額を計算できるのであるが、当該繰上返済等により、当該住宅借入金等の

償還期間又は割賦期間が１０年未満となった場合には、措置法第４１条の５の２

第１項の規定の適用はないものとする。

�注 借入金又は債務の借換えをした場合には、４１の５の２－５の適用がある

場合があることに留意する。

（居住用財産を譲渡した場合の長期譲渡所得の課税の特例に関する取扱い等の

準用）

４１の５の２－７ その者が譲渡した家屋若しくは土地等が措置法第４１条の５の

２第７項第１号に規定する譲渡資産に該当するかどうか、これらの資産の譲

改 正 前

（新 設）

（新 設）

（新 設）
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渡が同号に規定する特定譲渡に該当するかどうかの判定等については、３１の

３－２、３１の３－６から３１の３－１３まで、３１の３－２０から３１の３－２５まで、

４１－１２から４１－１５まで、４１－１７から４１－１８、４１－２０、４１の５－４から４１の５

－１０まで及び４１の５－１２に準じて取り扱うものとする。
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